
1．序章
　本記事は，中層大気関連の過去約10年間の新たな研
究の展開により進展した理解の概要を記述する．第 2
章では理論の発展，第 3章では諸現象，第 4章では観
測，第 5章ではデータ同化・再解析，第 6章では数値
モデル，第 7章では成層圏の利用，第 8章では国際学
術団体への貢献，を取り扱い，最後に今後10～30年の
将来展望について議論する．

2．理論の発展
　中層大気の諸現象の力学的理解のため，全球大気

データ等を平均流と波に分け，その相互作用を調べる
研究が一般的に行われている．相互作用を記述する主
たる理論は，東西平均を用いた変形オイラー平均
（TEM）系と呼ばれるもので，南北鉛直断面における
東西平均流と波の解析が進められてきた．1980年代以
降，TEM系の 3次元化が行われ，ロスビー波や重力
波，不安定波など解析すべき現象に応じて様々な理論
が導出された（Takaya and Nakamura 2001；Miya-
hara 2006；Noda 2014等）．
　一方で TEM系には地表面付近の物質輸送や不安定
波に伴う残差流を正確に記述できない問題がある．温
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位面上の質量重みつき平均（MIM）系はこの課題を
克服した方程式系であり，寒気流出に着目した解析が
行われ（Iwasaki et al. 2014），この 3次元化も行われ
た（Kanno and Iwasaki 2018；Kinoshita et al. 2016, 
2019a）．
　このように波と平均流の相互作用を記述する理論は
3次元化という点で大きく発展した．しかし研究が進
む中，近似的に定常性の仮定が成り立つ場であっても
残差鉛直流と非断熱加熱率を含む項がバランスしない
ことがわかった．これは東西平均の代わりに時間平均
を用いたことで，停滞性擾乱に伴う流れがうまく表現
できないためである．Kinoshita et al.（2019b）やSato 
et al.（2022）は， 3次元 TEM系とMIM系の残差鉛
直流の違いに着目し，停滞性擾乱に伴う流れを含めた
新たな 3次元残差流を定義した．新たな残差流は東西
平均すると TEM系の残差流と一致，さらに残差南北
流は波活動度フラックスの収束発散と一致する．新た
な残差流に加えられた項は，停滞性擾乱に伴う温位面
等の物質面のゆがみに伴うものと示されている．停滞
性擾乱に伴う流れはMIM系の残差水平流でも考慮す
べきだが，温位座標における支配方程式，渦位の定義
が気圧座標と異なることもあり，未導出である．
　まとめると，波と平均流の相互作用を記述する理論
の 3次元化は，ほぼ完了したが，停滞性擾乱の取り扱
い，それを含めた解析手法の構築は未完成の状況であ
る．今後は成層圏突然昇温（SSW）等に理論を適用し
た研究を進めることで解析手法の完成に近づくと考え
られる．

3．諸現象
3.1　ブリューワー・ドブソン循環
　ブリューワー・ドブソン循環（BDC）は，低緯度域
で上昇し中高緯度で下降する構造をもつラグランジュ
循環である．BDCは主に赤道上部成層圏で生成される
オゾンを地球全体に運んでオゾン層を維持する循環と
して，気候システムにおいても重要な要素の 1つであ
る．この循環は主にロスビー波により駆動されると考
えられてきたが，最近の研究により重力波もその構造
決定に大きな役割を果たすことが明らかになった．
　BDCは輸送と混合の 2つのプロセスからなるが，特
に前者を近似的に記述できる TEM系における残差子
午面循環を用いた研究が進んだ．対流圏・成層圏物質
交換は，BDCの強さ，すなわち，上向き質量フラック
スの積分値（これは定常な場合下向き質量フラックス

と等しい）で記述される．TEM系では，上向きの質
量フラックスの積分値は，理論的に各半球での残差循
環が上向きから下向きに変わる緯度（turn‒around 
latitude, TAL）での流線関数の値の差となる．この性
質を使って，上向き質量フラックスの季節変化や年々
変化，高度依存性などの解明が進められた．また，
TALは BDCの構造を記述する重要なパラメータとし
て注目された．
　TEM系における東西平均東西風に対する運動方程
式（これは自転軸周りの角運動量の保存式とも捉えら
れる）を用いると，流線関数に寄与する波強制を分解
して評価することが可能である．この性質を使うと，
重力波が表現されない粗い解像度の再解析データで
も，重力波など非解像プロセスによる BDCへの寄与
を診断的に推定できる．この理論的性質を用いた解析
により，BDCの強さは主にプラネタリー波などのロス
ビー波が決定するものの，その構造（TALの位置）
には重力波の寄与が大きいことがわかった．例えば，
重力波は BDCの高緯度への広がりに寄与し，冬循環
の夏半球側への張り出しも重力波によるものとわかっ
た．このような診断解析は，再解析データを作成する
うえで用いられる重力波パラメタリゼーションの評価
にもつながり，パラメタリゼーションでは表現されな
い重力波の水平伝播の重要性等が指摘された（Sato 
and Hirano 2019）．
　さらに， 3次元残差循環の理論式が導出され
（Kinoshita et al. 2019b；Sato et al. 2022），これを再解
析データに適用した BDCの 3次元構造の解明も進め
られている．例えば，冬極に向かう冬季の深い循環は，
経度方向に一様ではなく，東シベリアで強く，アメリ
カ大陸上空ではむしろ赤道向きであるような特徴的な
構造が見えてきた．
　気候モデルを用いた温暖化予測研究においては，モ
デルによらず共通して BDCは将来強まることが示さ
れている（Butchart 2014）．しかし，そのメカニズム
の詳細は未解明である．これはパラメタリゼーション
の表現の都合で，重力波強制が過剰に与えられたとし
ても，ロスビー波による補償機構が働くため，BDCを
加速させるための正味の波強制が変わらないという性
質があるからである．つまり，BDCの加速機構におけ
る重力波とロスビー波の寄与の分離ができない．これ
を解決するには，より現実的な重力波作用を表現する
重力波パラメタリゼーションの開発が必要であり，そ
のためには，上記の東西方向の運動方程式を用いた診
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断的研究や，重力波観測研究，重力波解像大気大循環
モデル研究を今後さらに進める必要がある．
3.2　波と渦
3.2.1　潮汐波
　潮汐波（大気潮汐）は，地球の自転に伴う外部強制
の周期的変化によって駆動される強制振動である．太
陽の放射加熱（対流圏の水蒸気・成層圏のオゾンによ
る日射吸収）による熱潮汐と，月の重力による重力潮
汐があるが，大気では前者が 1桁大きい．近年，中・
上層大気を捉えられる衛星観測，再解析データ，全大
気モデルなどを用いた研究が進み，その空間構造や時
間変動（日々変動・季節変化・年々変動）が明らかに
なってきた（Sakazaki et al. 2018）．これら潮汐波は，
オゾンなどの微量成分や地上降水の変動に影響をおよ
ぼすことや，それらに伴う運動量・熱輸送がMLT領
域において子午面循環や平均流加速に大きな寄与をも
つことが明らかとなった（Sakazaki et al. 2017；Yasui 
et al. 2021）．さらに，MLT領域で大振幅をとる潮汐波
は小スケールの現象にとっての背景場となるため，潮
汐波―重力波の相互作用も重要である（Yasui et al. 
2018）．長期データの解析により，熱潮汐より 1桁小さ
い重力潮汐の検出も可能となってきており，これまで
知られてきた地上気圧だけでなく，地上気温や降水の
シグナルも検出された（Kohyama and Wallace 
2016）．最近は SSWに伴う振幅変調など日々変動やそ
れらが電離層におよぼす影響なども注目を集めてお
り，衛星データや全大気モデルを用いた研究の進展が
期待される．
3.2.2　大気モード，ペケリス，赤道波
　大気の自由振動（ノーマルモード）は，潮汐波（強
制振動）と並んで大気力学の基本問題である．その研
究の歴史は長く，理論研究としてはラプラス
（Laplace）の潮汐理論にまで遡る．自由振動は，その
鉛直構造（等価深度）によってラムモードとペケリス
モードの 2系統に分類される．但し，ペケリスモード
はラムモードに比べて共鳴の度合いが小さいことなど
から観測された例はなく，その存在は近年まで疑問視
されてきた．
　ラムモードは等価深度約10kmのものであり，（エネ
ルギーは地表面付近に捕捉される外部波であるが）振
幅は密度成層のため高度と共に指数関数的に増大す
る．とりわけ振幅が大きいロスビーモードやロスビー
重力波モードは衛星観測などによって古くからその存
在が同定され，「準 2日波」，「 5日波」などとして知ら

れてきた（廣岡　1987）．近年，ロスビーモードのみな
らず，短周期の重力波モードなど多数の自由振動モー
ドが実在することが最新の高時間分解能データセット
の解析により明らかとなった（Sakazaki and Hamil-
ton 2020）．一方で，ロスビーモードやロスビー重力波
モードが微弱ながら地上降水を伴うことや，上層で大
振幅を取るモード（準 2日波など）が大気大循環変動
の鉛直・水平結合過程も担うこともわかってきた
（Yasui et al. 2021）．さらにWatanabe et al.（2022）
は，トンガの火山噴火（2022年 1月）に伴う気圧波
（大気の自由振動と共鳴と解釈できる）の解析から，
これまで知られていたラムモードに加え，ペケリス
モードが実在することを見出した．
　新たな観測事実が数多く得られた一方，励起源やそ
の役割については未だ謎も多い．励起源としては，対
流圏の潜熱や傾圧不安定波からのエネルギーカスケー
ドが候補として挙がるほか，準 2日波については中層
大気中での傾圧／順圧不安定による励起も重要とされ
る（Yasui et al. 2021）．また超高層大気で観測される
電離圏の変動周期にロスビーモードの周期と同様のも
のが観測されているようだが，それらとの関連も明確
ではない．また，自由振動と他の大気波動（例えば，
停滞波）との干渉により，大気大循環の変動を引き起
こすことも指摘されているが（廣岡　1987），その詳細
は不明である．今後も着実な研究が期待される．
3.2.3　赤道波
　赤道波は赤道近辺に局在化した緯度構造をもつ大気
波動の総称である．実際に熱帯成層圏では，赤道ケル
ビン波やロスビー重力波といった赤道波が遍く存在
し，QBOや SAOの駆動源の一部となっていると考え
られている．このうちケルビン波は，出現する高度に
対応した階層構造をもっており，下部成層圏で観測さ
れる15日程度の周期のものに加え，上部成層圏および
下部中間圏では 6～10日周期のもの（Fast Kelvin
波），上部中間圏および下部熱圏には 2～ 5日周期の
もの（Ultrafast Kelvin波；Chen and Miyahara 2012）
が卓越することが明らかになってきた．一方，QBOに
伴う西風・東風ジェットの中にそれぞれ，赤道ロス
ビー波・ケルビン波的な構造をもつ準停滞性擾乱が存
在することもわかった（Sakazaki and Hamilton 
2022）．
3.2.4　重力波
　大気重力波はロスビー波と並ぶ主要な大気波動だ
が，時空間スケールが小さく研究が困難な現象と位置
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づけられてきた．しかし，気象・気候予測モデルには
必ずパラメタリゼーションとして組み込まれるよう
に，重力波による運動量の再分配は平均場や大規模変
動の力学に不可欠な要素である．この約10年の高解像
度観測・モデル研究によって重力波の全球分布や季節
変化，力学特性に関する理解が大きく進み，同時に重
力波パラメタリゼーションの課題も明確になってき
た．また，解像波としての重力波を，ロスビー波と区
別なく， 3次元的に解析できる理論ツールも必要とな
り，紙と鉛筆による研究も進められた（Kinoshita and 
Sato 2013；Sato et al. 2022）．
　まず衛星の高解像度気温観測によるグローバルな重
力波分布の研究が進んだ．これによれば運動量フラッ
クスの大きさは冬季に高緯度，夏季に亜熱帯で極大と
なる（Geller et al. 2013）．温度揺らぎの位相解析によ
りベクトルとしての運動量フラックスも推定されてい
る．しかし，衛星観測には検出可能な重力波スペクト
ル帯域が大きく制限される観測フィルター問題があ
り，背景場により波長が変化する重力波束を追うこと
は難しい．
　重力波の運動量フラックスが直接計測できる大型大
気レーダーは最後の空白域であった南極域に PANSY
レーダーが設置されたこと（Sato et al. 2014）により
スパースだが各緯度域に配置されることとなった．極
域の夏は極中間圏雲が存在し白夜で大気の電離が続く
ため数十日連続の中間圏データが得られる．これによ
り中間圏における重力波運動量フラックスの広帯域ス
ペクトル特性が解明された（Sato et al. 2017）．
　2000年頃から重力波パラメタリゼーションを使わな
い高解像 GCMを用いた重力波研究が行われるように
なった．2006年に当時関東地方に拠点をもつ若手・中
堅の中層大気研究者によるグループ研究（Kantoプロ
ジェクト）が始まり，海面水温やオゾンの気候値を与
えた長期フリーランによる対流圏から上部中間圏まで
の重力波の系統的な研究が行われた（Watanabe et al. 
2008など）．衛星観測と整合する重力波の全球分布や
季節特性が得られただけでなく，重力波の間欠性や 3
次元伝播の特徴，QBOや SSWにおける役割，重力波
とロスビー波の運動量収支における対等な役割が明確
になった．これには重力波強制により平均場が不安定
となりロスビー波の発生を促すという，それまで考え
られていなかったダイナミックな共働プロセスがある
ことも明らかになった（Sato and Nomoto 2015；Sato 
et al. 2018；Yasui et al. 2018）．また，極夜ジェット構

造における重力波の水平伝播の重要性も指摘された
（Sato et al. 2009, 2012）．これらの研究で得られた重力
波の特徴は，気候モデルの低温バイアス等の改善につ
ながる重力波パラメタリゼーションの改良に大きな示
唆を与えるものである．
　その後，データ同化研究の進展により（Koshin et 
al. 2020, 2022a），初期値として利用可能な全中性大気
（地上から高度約100kmまでの電気的にほぼ中性な領
域の大気）の解析値が作成され，現実に発生した
SSWも下部熱圏までカバーする重力波解像GCMで再
現できるようになった（Okui et al. 2021）．大型大気
レーダーを含む中層大気レーダー網や高解像衛星によ
る重力波観測データとの比較により，GCMの重力波
再現性が高いことが確認されている．この観測とモデ
ルの組み合わせによって，最近発見された冬季極域成
層圏と夏季極域上部中間圏の気温の連動現象の解明
（ICSOM）が国際協働で進められている（Sato et al. 
2023，4.3節参照）．中層大気の半分の高度域を占める
中間圏は，重力波の役割が特に重要であるが捉える術
が限られており，長く研究不可能領域と呼ばれてき
た．しかし，上記のように，この約10年で，スパース
だが全球をカバーする重力波観測（衛星，気球，レー
ダー）網が整い，データ同化システムの開発により高
解像 GCMによる現実重力波の再現が可能となり，中
間圏を丸ごと含む全中性大気の重力波研究ツールがほ
ぼ出揃った．今後これらの研究ツールを使いこなし，
重力波とロスビー波が共働する躍動的な中間圏の本格
研究が始まると考えられる．中間圏の質量は対流圏の
1／1000に過ぎないが，地球流体力学の性質によりそ
の影響は下方におよぶためその解明は気候予測精度向
上の観点でも重要である．
3.2.5　乱流
　大気微量成分の再現を行う数値モデルにおける不確
実性の原因として，小スケールの乱流混合が注目され
ている．最近では，南極の PANSYレーダー観測によ
り，対流圏・下部成層圏だけでなく中間圏の乱流エネ
ルギー散逸率（ε）の推定が行われている（Kohma et 
al. 2019）．さらに，Minamihara et al.（2023）では，
周波数干渉イメージング法を用いた 2回の10日間連続
観測の結果，Kelvin Helmholtz Billowを多数検出し，
その空間スケールや寿命などの平均的な特徴を示して
いる．2016年以降，MUレーダー（以下，MUR）と無
人航空機観測の同時観測が複数回行われており，レー
ダー観測からε推定を行う関係式を検証し，新たな関
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係式が提案されている（Luce et al. 2023）．
3.3　季節内変動
3.3.1　成層圏突然昇温（SSW）
　季節内の時間スケールにおいて主要な変動である
SSWは，BDCの強化に伴い極域成層圏の温度が急激
に上昇する現象である．その実態は，冬季に形成され
る成層圏周極渦の大きな変形・崩壊であり，地球規模
の劇的な現象として極域成層圏に限らない広範囲に影
響をおよぼしていることが近年明らかになっている．
　その基本的な発生・発達メカニズムは，対流圏から
成層圏へと上方伝播してきた惑星規模波と平均流との
相互作用であることが示され，TEM方程式系に基づ
く解析により，現象の詳細な記述がなされてきた．し
かしながら，実際の SSWの生起において何が決定的
な引き金となるかについては意見が分かれ，特に惑星
規模波の増幅過程に対流圏の現象と成層圏以高の状態
がそれぞれどの程度効くのかについての評価は，しば
しば難しい問題となっている．古くから注目されてき
たブロッキング高気圧との統計関係から示唆されるよ
うに，全ての対流圏における惑星規模波の増幅イベン
トが SSWを引き起こすわけではない．このため，成
層圏側が波の増幅に好都合な状態であることが想定さ
れ，波の共鳴励起，プレコンディショニング，あるい
は不安定などといった文脈で説明が試みられてきた
（Mukougawa et al. 2022）．
　成層圏の内部力学に着目するこれらの見方では，惑
星規模波の上方伝播・増幅は，成層圏平均流の構造の
大きな変化とその後の非線形な相互作用によって規定
される．この場合，SSW生起前後にみられる惑星規模
波の顕著な増幅は，極渦崩壊の一端として捉えられる
ため，もはや現象の原因とはみなすことができない．
これら見方の違いは，SSWの予測可能性の文脈
（Noguchi et al. 2016）において予測成否の原因の捉え
方に違いをもたらすため，強く認識されるべきであ
る．事例間の差異も大きいため最終的な結論は出せて
いないが，今後も生起要因についてより一層の研究が
望まれている．
　一方，一口に SSWとは言っても，その時間発展挙
動は多様である．上記の発生・発達メカニズムに加え，
対流圏への下方影響や発生頻度の外部条件への依存性
について，詳細な評価を行うにあたっては，SSWの型
分類が適切になされるのが望ましく，その提案も多岐
にわたる．伝統的に，崩壊時の極渦形態や強制の卓越
波数に基づく分類がなされてきたが，SSW後の平均

流の回復挙動や惑星規模波の挙動に基づく分類も提案
されている（Kodera et al. 2016）．しかしながら，そ
もそもの SSWの定義自体にも2010年代に一石が投じ
られたように，多くの要求を満たす定義・分類法の提
示は依然課題として残っている．
　これまでに，国内の気象学研究者からは，基本的な
メカニズムの解明から，直近の顕著事例の記載報告
（Liu et al. 2022）まで，多大な貢献があった．今後も，
SSWに関して根幹をなす研究が進展することが期待
される．
3.3.2　赤道中間圏 ISO
　MLT領域では夏至・冬至前後に約 1か月周期の振
動（ISO）がみられる（津田　2000）．この ISOはGCM
でも再現されている．Koshin et al.（2022b）は Aura 
MLS観測の EOF解析を行い，中高緯度MLT領域や
冬半球成層圏にも同期した ISOが見られることを示し
た．JAWARA再解析データ（Koshin et al . 2020 , 
2022a）で再現された ISOはMLSと同様の構造で，流
星レーダー観測とも整合している．位相コンポジット
における収支解析の結果，パラメタリゼーションによ
る重力波ドラッグの寄与が大きいことや同化インクリ
メントも無視できないことがわかった．これはパラメ
タリゼーションでも表現されない過程（重力波の水平
伝播， 2次発生，慣性不安定など）の寄与が大きいこ
とを表す．また，南北両半球結合（IHC）に類似する
冬極成層圏と夏極中間圏の気温同期も ISOに連動して
いたが詳細は未解明である．MLT領域の ISOとMJO
との関係も指摘されている（Isoda et al. 2004）．ISO
の駆動源およびMJOに伴う成層圏重力波活動度，東
西風分布，潮汐振幅の変動を調べることで，これらの
相互作用が明らかになると考えられる．
3.3.3　MLT・成層圏界面変動
　MLT領域では，重力波・潮汐波・ロスビー波が卓
越している．これらの大気波動は，波の発生・砕波・
振幅の飽和により，平均場と運動量の受け渡しをして
おり，大気波動が駆動する子午面循環やそれに伴う断
熱過程の加熱冷却は，定量的に推定されてきている．
しかし大気波動は，運動エネルギーだけでなく，その
エネルギーの一部を熱として平均場（気候場）に与え
ており，近年この大気波動が運ぶ熱が，MLT領域を
大きく昇温させる可能性が示唆されている（Becker 
2017）．また，MLT領域は，宇宙から太陽放射・高エ
ネルギー粒子の降込によって加熱されており，大きな
エネルギー流入のある高度域である．
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　MLT領域に入ってきたエネルギーは，主に微量化
学種である原子状酸素（O），CO2，NO，O3等による大
きな放射冷却でバランスしている（López‒Puertas 
and Taylor 2001）．これらの微量化学種は，太陽放射，
高エネルギー粒子や電離大気との化学反応によって生
成・消滅したり，大気循環により輸送されたりするこ
とで，その混合比は大きく変動する．また，上部中間
圏以上の高度では，分子間の衝突頻度が大きく減少す
るため，局所熱力学平衡が成り立たない．そのため，
MLT領域での微量化学種による放射加熱冷却率や，
平均場の全球の気温分布の定量的な推定に，対流圏・
成層圏で用いられてきた放射過程を適用することが難
しい．しかしながら気温分布は温度風バランスを通し
て，大気波動を変調するため，定量的に推定すること
は重要である．このようなMLT領域でのエネルギー
収支解析は，力学だけでなく，微量化学種の化学反応，
放射，電離大気との相互作用など，多数の要因が絡み
合うため，数値モデルの研究のみならず，観測（衛星，
ライダー，ロケット，レーダーなど）を増やし，
JAWARAなどのMLT領域を含む大気再解析データ
（5.3節参照）と組み合わせ，定量化していく必要が
ある．
　下部熱圏領域の大気大循環に関しては，前述の下層
大気起源の大気波動の影響に加えて電離大気の影響を
考慮する必要が出てくる．下部熱圏では高度と共に電
離大気密度が増加するため，中性大気と電離大気との
衝突による運動量・エネルギー交換の影響が無視でき
なくなる．さらに太陽紫外線量や磁気圏から極域への
高エネルギー粒子降り込み量の影響も，激しく時間変
化するため，太陽活動による影響を正確に見積もる必
要がある．そのため，下部熱圏領域を扱う数値モデル
では，これらの物理過程を考慮に入れた，対流圏から
熱圏までを含む全大気モデル（Whole Atmosphere 
Model）による研究が必須である（Miyoshi and Fuji-
wara 2003）．下部熱圏領域のグローバルな観測は非常
に難しく，SABERや ICONなどによる温度・中性風
観測などがあるものの，観測可能な領域・物理量は限
られている．そのため，下部熱圏における大気波動の
ふるまいについては，未だに不明な点が多く残されて
いる．今後，下部熱圏領域の研究推進のためには，全
大気モデルの高精度化と共に，衛星観測の充実や衛星
観測をモデルに組み込んだデータ同化などの進展が必
要である．

3.4　QBOと SAO
　QBOとは成層圏の東風と西風が約28か月の周期で
交代している現象で，様々な時空間スケールをもつ大
気波動によって駆動されている．QBOは熱帯～極域，
対流圏～下部熱圏の広範囲の力学・化学過程に影響を
およぼしている．近年，QBO東風位相時にMJOがよ
り活発であることや，QBO西風位相時に英国での洪
水頻度が高いことが指摘されるなど，季節予報におけ
る QBOの重要性も認識され始め，現業季節予報モデ
ルで QBOを表現させる試みも行われている．また
CMIPモデル群においても，QBOを表現する気候モデ
ル数は，CMIP3ではゼロ，CMIP5では 5種類，CMIP6
では10種類以上と，この10～20年で格段に増えている．
　2000年代以降，高解像度衛星観測により重力波の全
球分布がわかるようになり，衛星観測と高解像度気候
モデルを組み合わせた QBO研究が進んだ（河谷　
2012）．2010年以降，地球温暖化を視野に入れた本格的
な QBO気候モデル研究が行われ始め，温暖化に伴い
下部成層圏 QBOの振幅が弱まる可能性が指摘された
（Kawatani et al. 2011, 2012；Watanabe and Kawatani 
2012）．QBO振幅の弱化は1953年以降の長期ゾンデ観
測データや，当時 QBOを再現していた 4種類の
CMIP5モデルでも確認され（Kawatani and Hamilton 
2013），現在では QBOを表現可能な既存の気候モデル
の全てで QBO 振幅の弱化傾向を示している
（Butchart et al. 2020）．一方で，その周期変化は不確
実性が大きく，統一した見解が得られていない．
　QBOの再現性は再解析間でもばらつきが大きいこ
とが示されている．地点・衛星観測データ数の増加に
より，1980～1990年代に比べ2000年代以降のばらつき
は減少しているが，どの年代でもラジオゾンデ観測
データの少ない，太平洋上の下部成層圏で相違の極大
が見られる．これは，東西風のデータを直接観測でき
る地点の束縛が大きいことを示唆する（Kawatani et 
al. 2016）．
　2015／2016年には，西風位相が下降中の高度22km
付近に突如東風が形成され西風が上方伝播し始めると
いう，観測史上初の QBO崩壊現象が起こった．QBO
崩壊は2019／2020年にも起こり，温暖化の影響や予測
可能性についての研究も進められている（Watanabe 
et al. 2018）．
　2015年から QBO気候モデル比較国際プロジェクト
（QBOi）が開始され，世界中の QBO研究者を集めた
国際共同研究が活発に行われている（Butchart et al. 
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2018）．QBOi第 1期（2015～2021年）では，①　気候モ
デルの QBO再現性評価（Bushell et al . 2020），②　
QBOの将来変化（Richter et al. 2020），③　QBOを駆
動する波（Holt et al. 2020），④　QBOテレコネクショ
ン（Anstey et al . 2021），⑤　QBO季節予測可能性
（Stockdale et al. 2020），の 5本のコア論文のほか，複
数の関連論文が出版された．現在は第 2期に入ってお
り，Kawatani et al.（2019）に基づく QBO‒ENSO実
験や QBOナッジング実験などが進められている．そ
の他 QBOオゾン実験なども計画中で，今後ますます
国際共同研究を通じて QBO研究が発展していくと考
えられる．
　新たな知見の創出や観測史上初めての現象など，
QBO研究はこの10年間に大きく発展し，2022年には
QBOに関する新知見をまとめたレビュー論文が20年
ぶりに出版された（Anstey et al. 2022）．
　半年振動（SAO）は，成層圏と中間圏で見られる半
年周期の振動で，成層圏では SSAO，中間圏では
MSAOと呼ばれ，位相は両者で逆である．SAO観測
には気象ロケットが有用だが，国際的な定常観測が終
了した1990年代以降のロケット観測は熱帯地域のごく
わずかな観測所で行われているのみであり，頻度も少
ない．最近では衛星による高精度な温度データから東
西風を推定した SAO研究も行われている（Smith et 
al. 2017）．近年ではSAOを気象予報モデルで適切に再
現することが SSWの予測に重要という指摘もされた
（Gray et al. 2022）．しかしながら気候モデル・再解析
共に観測データの束縛が小さく，SAOの再現性には
大きなばらつきがあり（Smith et al. 2019；Kawatani 
et al. 2020），今後の研究の発展が望まれる．
3.5　対流圏界面，対流圏―成層圏物質交換（STE）
3.5.1　対流圏界面の定義と熱帯域での STE
　一般的に，対流圏と成層圏の境は気温減率による対
流圏界面（lapse rate tropopause）で定義される
（WMO 1957）．これは，地上気温と低緯度対流圏の対
流活動や中高緯度の総観規模・惑星規模の波活動に伴
う eddy fluxによって決まる気温減率と，成層圏の主
にオゾン，水蒸気による放射によって決まる気温減率
の結果として，気温の鉛直分布に表れる．さらに BDC
による非断熱効果も考慮する必要がある．また断熱，
非粘性を仮定した場合，渦位（PV）による対流圏界
面の定義も存在し，力学的圏界面と称される．特に
2000年代前半に熱帯対流圏界面のパラダイムシフトが
起き，対流圏的性質から成層圏的性質に徐々に遷移す

る対流圏界面遷移層（TTL／ExTL）の議論がなされ
た（Fueglistaler et al. 2009）．
　STEは空気塊もしくは物質フラックスが圏界面を
跨ぐことで定義され，第一義的には BDCにより低緯
度で上昇（対流圏から成層圏へ），高緯度で下降（成
層圏から対流圏へ）する構造をもつ．より細かい時空
間スケールでは，主に中緯度ジェット付近に生じる対
流圏界面褶曲（TF）によって，中緯度と低緯度域の
物質面である温位面を跨ぐ空気の交換・混合が行われ
ている．前者が季節から数年スケールで，後者は季節
内スケールで起きていることから，低緯度の対流圏か
ら成層圏に流入した大気の寿命（AOA）は数年から
数か月と多岐に分布する（高高度／緯度ほど年齢が高
い）．また熱帯域の対流圏界面の気温によって，氷雲の
形成および成層圏に流入する水蒸気量が調節される．
さらにオゾン破壊に寄与する短寿命種（ハロゲン類
等）や火山噴火等によるエアロゾルは成層圏における
放射収支にも影響を与えるため，これらの詳細な観測
が求められている．さらに最近では，温室効果ガス
（二酸化炭素）による中層大気の寒冷化に伴う力学場
への影響が示唆され，TTLにおける STE研究が注目
されている．
3.5.2　極域の STE
　中高緯度の対流圏―成層圏の遷移領域の STEにつ
いて，極前線ジェット・亜熱帯ジェット付近での混合
過程に注目した研究が行われている．例えば，TFに
伴い成層圏起源ベリリウム―77を多く含む空気が，地
上付近で観測された例も報告されている（Itoh and 
Narazaki 2016）．Miyazaki et al.（2016）では，MIM
系に基づき，渦混合・平均子午面循環の再解析間比較
を実施し，古い再解析データのほうが，小スケールの
波による混合が大きいことを示している．これは，旧
世代の同化手法では，同化インクリメントに伴い人工
的な小スケールの構造が多く生じ，渦混合を過大評価
するためと考えられている．
3.5.3　 成層圏化学過程，数値モデルの観点での

STE
　対流圏から成層圏への物質輸送は低緯度域で卓越
し，成層圏から対流圏への輸送は中高緯度域で卓越す
る．対流圏から成層圏への輸送には，赤道域の対流に
伴う循環のほか，モンスーン等に伴う循環も関係し，
成層圏の大気微量成分の分布に影響をおよぼす．成層
圏への水蒸気の流入のシミュレーションには，こうし
た循環のほかに対流圏界面付近での脱水プロセスも大
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きく影響するため，圏界面付近の鉛直分解能を細かく
したモデルが必要となってくる．
　切離低気圧や深いトラフなどを伴うような発達した
中緯度の低気圧は，対流圏界面高度を低下させるた
め，成層圏の乾燥した空気や高濃度オゾンの対流圏へ
の流入を引き起こすことがある（Stohl et al. 2003）．
しばしば，700hPaの高度（地上3000m付近）まで高
濃度の成層圏空気が流入できるような深い STEが起
こり，地表オゾン濃度にも影響をおよぼす（Lin et al. 
2012）．こうしたプロセスには，従来の低分解能のモデ
ルでは再現できない現象が含まれるため，14～56km
の中高分解能のモデルが必要であることが，複数の分
解能のモデルを比較した結果から示唆されている
（Yamashita et al. 2017）．
　また将来，成層圏オゾン回復と BDCの強化が複合
した場合に，成層圏から対流圏へのオゾン流入量の増
加がいくつかのモデルで予測されている（Hegglin 
and Shepherd 2009）．
3.5.4　 航空機等現場観測や輸送モデルの観点での

STE
　航空機やラジオゾンデによる TTL／ExTLにおけ
る大気微量成分の観測は，成層圏／対流圏間の大気輸
送や混合過程の理解に貢献してきた（Pan et al . 
2004）．近年の観測では，化学的寿命が大きく異なる化
学種を同時観測することで，STE過程やそれに関連す
る化学過程がより詳細に議論されている．さらにこの
ような観測結果は，渦位や後方流跡線など独立な解析
手法と組み合わせることで，相互に信頼性を担保しな
がら STEに関する議論を進めることを可能とする
（Inai et al. 2019）．
　成層圏への水蒸気輸送で特に重要と考えられる北半
球冬季の熱帯西部太平洋域では，気球観測
（SOWER／Pacific）や航空機観測（ATTREX／
CONTRAST／CAST）が実施されてきた．最近では，
夏季アジアモンスーンに伴う STEについて関心が高
まっており，インド―ネパール域や東アジア域におけ
る航空機観測（StratoClimやACCLIP）が実施されて
きた．加えて，民間航空便を活用した継続的な観測
（CONTRAIL／CARIBIC）は，STEの季節変動や経
年変動の理解（Sawa et al. 2015）や，化学輸送モデル
との組み合わせによる化学過程も含めた STEの定量
的な議論（Bisht et al. 2021）に貢献している．
　キャンペーン観測は計画から実施まで数年から10年
単位の時間を要する．CONTRAILなど継続的な観測

データの活用や，過去のキャンペーンデータを解像度
や精度が向上したより最近の客観解析データやモデル
を用いて再度解析することも，今後10年の観測的研究
の方向性として重要であると考える．
3.6　遠隔結合
3.6.1　対流圏―中層大気結合
　1950年代以来，ゾンデ，ロケット，人工衛星による
新観測事実の集積と大気波動力学理論の開拓により，
中層大気科学が生まれ飛躍的に発展してきた．当時よ
り対流圏―中層大気結合の 3大テーマは，対流圏で励
起された惑星規模ロスビー波の上方伝播と平均流との
相互作用に伴う冬季周極渦崩壊現象すなわち「成層圏
突然昇温現象 SSW」，熱帯域大気波動の上方伝播と相
互作用による赤道域成層圏平均帯状流の「準 2年周期
変動 QBO」，および小規模大気重力波の砕波・散逸に
よる南北両半球を跨いだ「中間圏界面弱風層」であっ
た（Andrews et al. 1987）．
　1990年代になり成層圏が対流圏に影響をおよぼしう
るという新視点が生まれたが，中高緯度域での大気波
動に駆動される平均子午面循環のダウンワード・コン
トロール（Haynes et al. 1991）の理論が先駆けとな
り，STEの認識が一変した（Holton et al. 1995）．従
来，圏界面の畳み込みなど総観規模・小規模現象とし
て捉えられていた物質交換過程を，惑星規模の非断熱
子午面循環の枠組みで捉えることとなり，水蒸気やオ
ゾンの輸送・交換過程の認識が革新した（今は先駆的
研究者名を冠した BDCとして知られている）（STEに
関する日米セミナー気象集誌特集号（Yoden et al. 
2002）を参考）．
　成層圏が中高緯度の対流圏に与える力学的な影響に
ついては過去20年余りにわたり精力的に研究され，そ
の結果，日周変動から長期的な気候変化までの幅広い
時間スケールで同様の力学メカニズムが働いているこ
とがわかってきた（Kidston et al. 2015）．渦位保存則
と力学量インバージョンに基づいて基本的力学過程の
理解が深まり，今日では中・長期の気象予報や気候変
動予測の技術向上にも寄与している．他方，成層圏が
熱帯対流圏に与える影響の科学的理解は未だ限定的で
ある．そこでは湿潤対流とその多階層にわたる組織化
と多重時間変動が基本的な力学過程であり，中高緯度
で得た知見は役立たない．熱帯域での成層圏―対流圏
結合には，成層圏から対流圏への力学的・熱力学的効
果の伝達と，対流圏応答を増幅させる対流圏内フィー
ドバックの両方が必要である．熱帯域での湿潤対流と
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その組織化，多階層連結におよぼす成層圏影響を系統
的にとらえて理解する研究が進展している（Haynes 
et al. 2021）．
3.6.2　緯度を跨ぐ遠隔作用
　本節では，成層圏現象により緯度や対流圏と成層圏
の圏を跨いだ遠隔影響 STCについて記述する．
　短・中期的な STCとして，2000年以前では，主にオ
ゾンホールや SSWによる中・高緯度の対流圏気象場
への影響の議論が活発であった（3.3.1節参照）．2000
年以降，成層圏の水蒸気増加の原因究明のための STE
の議論を背景に，TTL（Fueglistaler et al. 2009）の
概念が誕生すると同時に，熱帯域での STCの議論が
盛んになった．SSWは数日程度の短期現象のため因
果関係を得やすいが，TTL内の諸パラメータの高時
間，鉛直分解能の観測が難しく，未だ TTL内の STC
を明確に解釈できていない．一方で内部変動の大きい
積雲対流活動から SSWの影響を取り出すのが困難で
あったが，近年では数値モデル実験によってサンプル
数を稼ぐことで SSWによる STCの影響を取り出す研
究が進められている（Noguchi et al. 2020；Yoshida 
and Mizuta 2021）．
　長期的現象による STCとして，QBOによる高緯度
並びに対流圏への影響が挙げられる．QBOの東西風
位相差により，高緯度から低緯度に向かう惑星波の伝
播特性が変化し，成層圏極渦およびその下方の中高緯
度地表大気に影響をおよぼす．一方でQBOの東（西）
風位相時における赤道域下部成層圏の上昇（下降）流
偏差が，MJOを含む熱帯域の積雲対流活動におよぼ
す影響は未だ明らかではない．さらに観測で見られる
QBOとMJOの STC関係は，数値モデルではMJOの
STCシグナルが既に与えられている可能性のある観
測初期値を用いた季節予測実験以外にロバストな再現
例がなく，数値モデルに QBOとMJOの STCを起こ
すための過程が欠けている可能性が指摘されている．
最近では，対流圏の背景場の違い（季節や経年変化）
に着目した研究もなされている．
　上述の SSWおよび QBOの STCはそれぞれの発生
緯度帯の直下の対流圏気象場に影響を与えるだけでな
く，BDCの強弱，惑星波の子午面伝播を介して，遠方
の対流圏内の気象場を変化させるという共通点があ
る．BDCの予測，すなわち，対流圏中緯度から成層圏
へ伝播する惑星波や赤道域での重力波の予測が BDC
変調を介した STCならびに STE解明の要と言える．
そのため，上述した TTL内の観測の充実を介した

TTL／ExTLの精細な力学場の再現，さらに惑星波や
重力波といった波の再現が可能な全球規模の数値モデ
ルの開発が急がれる．
3.6.3　極域雪氷圏
　北極域は北極温暖化増幅として知られるように，気
候変動の影響を最も受けやすい地域である（Mere-
dith et al. 2019）．極域の雪氷圏は近年の温暖化進行に
伴い大きく変容しており，その変化がもたらす影響に
ついて北極のみではなく中・低緯度への遠隔影響が議
論されている．
　冬季成層圏への影響については，2000年頃からシベ
リアの積雪変動，2000年代後半頃からは急激に減少し
た北極海の海氷変動との関連が研究されてきた．北極
海の海氷減少と，そこからの水蒸気供給に伴う秋のシ
ベリアの積雪の増加が，海陸の温度コントラストを強
めることで気候学的惑星波が強化され，成層圏へ伝播
しやすい状況が生じる一連のプロセスが提示されてい
る（Cohen et al. 2014）．
　北極海の海氷減少を生じる直接的な要因の 1つとし
て，春から夏の北極海への水蒸気流入に伴う下向き長
波放射の増加が指摘されている（Kapsch et al . 
2013）．冬季の SSWとそれに続く持続的な負の AO／
NAMパターンに伴うヨーロッパ・シベリアの多雪が
その後の北極海への水蒸気流入へ関与している可能性
もある．負の AO／NAMパターンは中緯度から北極
への熱輸送を強化する側面ももつ．
　このような熱水循環のフィードバック過程は，陸域
や海洋のメモリ効果によって増幅されることが示唆さ
れている（Nakamura et al. 2019）．対流圏と比べて長
い時間スケールをもつ冬季成層圏の変動は，循環サイ
クルの季節を繋ぐ役割の一端を担う重要な過程であ
る．一方で，外部強制としての雪氷圏の影響の正確な
評価には課題が残る．例えば将来の海氷変化に対する
成層圏対流圏循環の応答は，QBO位相といった背景
場や，モデルの渦強制フィードバックの強さに対する
依存性が示されており，異なる条件下での感度の評価
は重要な課題である．
3.6.4　南北両半球結合
　最近の研究により，SSWが発生すると，その影響が
夏半球MLTに高温偏差として現れることが報告され
ており，南北両半球結合（IHC）と呼ばれる．IHCの
メカニズムは，SSWに伴い，重力波強制（平均風加速
ももたらすため重力波ドラッグとは呼ばないことにす
る）が駆動・維持している上部中間圏の子午面循環の
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構造や強さが変わり，夏半球MLTの低温を維持する
上昇流が弱まるためと考えられている．Körnich and 
Becker（2010）は，SSWにより冬半球上部中間圏の
重力波強制が弱化し，赤道中間圏の高温・夏半球中間
圏東西風の変化を通して，夏半球上部中間圏の重力波
強制も弱化し，上部中間圏の子午面循環がグローバル
に弱化するというシナリオを提唱した．一方で Yasui 
et al.（2021）は，SSW時に中層大気ハドレー循環の
強化によって赤道成層圏に低温偏差・夏半球中間圏に
東風偏差が現れ，対流圏起源の重力波だけでなく 2次
重力波による強制変化が起こり，また，順圧・傾圧不
安定の強化による準 2日波の増大とこれによる強制の
変化も加わって，夏半球MLTが高温偏差になること
を明らかにした．Smith et al.（2020）では，SSWに
伴って運動量バランスを満たすように生じる過渡的な
循環が夏半球中間圏に高温偏差をもたらすとしてい
る．さらに，準 2日波強制の増大については赤道成層
圏界面の慣性不安定との関連も指摘する研究もある．
　上記のように IHCをもたらす過程が複数提案され
ているが，それぞれの過程の働く場所やタイミング，
季節性を明らかにするためには重力波を陽に扱う研究
が必要である．重力波パラメタリゼーションでは，中
層大気において重要性が認識されるようになった重力
波の水平伝播や，重力波の 2次発生が表現できない問
題がある．ところが，重力波の研究には高分解能観測，
高解像モデルが必要とされる上，MLT領域は観測・
モデル共に研究手段が限られることから，その解明は
極めて難しい現実があった．このような背景から，
2016年にSCOSTEPの公式プロジェクトの 1つとして
国際共同研究 Interhemispheric Coupling Study by 
Observations and Modelling（ICSOM）が立ち上がっ
た（Sato et al. 2023）．ICSOMは下記の 3つの要素か
らなる．
　① 　中間圏観測可能なレーダーの観測網を構築し，国
際協同観測の実施により，北極 SSWや極渦強化
現象（VI）前後の重力波変化を捉える．

　② 　全中性大気データ同化システムを開発し長期再
解析データを作成する．

　③ 　②　の長期再解析データを初期値として全中性大
気重力波解像 GCMによる再現を行う．

　この 3つの要素の組み合わせにより，現実の冬極成
層圏から夏極上部中間圏に至る結合過程の重力波を陽
に扱う力学解明が目標とされた．①　の国際協同観測
は，北半球冬の2015／16年から2021／22年までの合計

7回実施され，5回の SSWと 2つの VI現象が捉えら
れた．②　については大気再解析データ JAWARA
（5.3節）を参照のこと．③　では 7回全ての ICSOM共
同観測に対する再現実験が，JAWARAを初期値とし
重力波パラメタリゼーションを使用しない T639L340
（鉛直グリッド間隔300m）の JAGUARを用いて行わ
れた（Okui et al. 2021）．これらの研究により，Yasui 
et al.（2021）で示された準 2日波の役割に加え，南極
での昇温につなぐ最後の過程として極域重力波の中間
圏での波強制の重要性が示唆された．
　南半球起点の IHCの解析事例は少ない．Koshin and 
Sato（2024）では18年間の JAWARAデータに Yasui 
et al.（2021）の手法を用いて南半球冬季成層圏昇温
の統計解析を行い，北半球起点事例と似たメカニズム
が働くことを示した．一方，南半球の昇温極大は中緯
度にあること， 8～ 9月には応答が弱いなど北半球起
点事例とは異なる特徴も指摘された．IHCに伴う潮汐
の変動と電離圏との相互作用や，子午面構造が似てい
る赤道MLT領域の ISOとの関係など，IHCの視点か
らのさらなる研究が必要である．
3.6.5　 季節内および季節予報における成層圏の

役割
　成層圏・対流圏結合の理解の進展と，数値予報モデ
ルにおける成層圏表現の改善は，特に寒候期の季節
内・季節（subseasonal‒to‒seasonal）予報に新たな可
能性をもたらしつつある（Scaife et al. 2022）．
　中高緯度成層圏循環の季節内予報に関する研究の多
くが SSWを対象としている．予報モデルにおける成
層圏循環の再現性が改善されるに従い，SSWの予測
可能性に関する研究は2000年代中頃から急速に進展し
た（Mukougawa and Hirooka 2004；Tripathi et al. 
2015）．最新の季節内予報モデルでは，実際に発現した
SSW事例の予測可能期間，すなわちリードタイムは，
平均すると約 2週間程度である一方，事例間で大きく
異なる（Baldwin et al. 2021）．今後，SSWの予測精度
が，対流圏における惑星波強制と成層圏循環の再現性
にどの程度依存するのか定量的に明らかにする研究が
必要である．
　SSWに代表される成層圏極渦変動は，対流圏循環
にも下方影響し，成層圏極渦変動のピークの数週間後
に一部地域における地表面付近の気象要素の予報スキ
ルが向上することが示されている（Domeisen et al. 
2020）．最近では，予報モデル中の成層圏の状態を，実
際の SSWが発現した状態と気候学的状態に対して
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別々にナッジングして予報実験を行い，SSWが対流
圏循環や地表面気象要素の季節内予報におよぼす影響
を調査するプロジェクト（Hitchcock et al. 2022）が
進行中である．
　一方，成層圏極渦変動には ENSOや QBOなどの外
部要因も影響をおよぼすことが知られている．また，
最近の予報モデルでは ENSOや QBOの季節予報スキ
ルが高いため，もし予報モデルが外部要因の影響を正
しく表現するのであれば，成層圏極渦変動やその下方
影響の季節予報可能性も十分期待できる（Scaife et al. 
2022）．冬季北大西洋振動の高い季節予報スキルは，こ
のような下方影響の反映かもしれない（Scaife et al. 
2016）．ENSOや QBO以外にも，インド洋ダイポール
モード現象，北極海の海氷面積や，ユーラシア大陸の
積雪なども極渦に影響する可能性がある（Scaife et al. 
2022）．ただし，予報モデルにおいて，それらの要因が
極渦におよぼす影響の再現性が低いため，下方影響の
季節予報スキルが悪化している可能性がある（Scaife 
and Smith 2018）．
3.7　成層圏の気候変動
　成層圏の気候（主に温度場，循環場，オゾン等の組
成）に数年以上の変動を与える外部強制過程には，
QBO，ENSOなどの大気海洋相互作用現象，太陽11年
周期変動，火山噴火，温室効果ガスやオゾン層破壊物
質の長期変化などがある．成層圏の長期変化を観測
データから分析する際には，それぞれの指標の時系列
データを説明変数とした線形重回帰計算を行う手法が
しばしば採られる．この手法には，どの指標を説明変
数に考慮すれば十分かという問題がある．また，各指
標の独立性を仮定することになるため，実在しうる指
標間の相関関係（例えば QBOと ENSO）を分析でき
ない問題もある．一方，気候モデルや化学気候モデル
を用いた数値実験ではそういった相互作用の分析も可
能となるが，そもそも観測の再現にまだ課題がある．
以下では冒頭にあげた各過程について，研究・理解の
現状と将来展望について述べる．
　QBOは熱帯域に 2次的な子午面循環を伴っており，
さらに中高緯度地域にまで遠隔影響を与えている
（3.4，3.6節参照）．全球大気再解析データは QBOの
空間構造を把握する上で不可欠なデータセットである
が，ラジオゾンデによる風観測データが QBOの“再
現”に非常に重要であることがわかっている
（SPARC 2022，Chapter 9）．前衛星時代（1978年以
前）の再解析データにおける QBOには未だ課題があ

るので，将来にわたり熱帯のゾンデ観測が複数地点で
十分な高度（10～ 5 hPa）まで継続されるよう関連各
国に常に働きかけ続ける必要がある．また，近年QBO
が大きく乱れる現象が複数回生じており（3.4節参
照），これらが成層圏の長期変動の分析に与える影響
についても評価する必要がある．
　ENSOに対する成層圏気温の応答や下部成層圏オゾ
ンの応答についての過去の研究では Nino3.4海域の海
面水温偏差が ENSO指標に用いられているが，実際に
はENSOには複数の異なるタイプが存在している．ま
た複数年にわたるラニーニャ現象の発生が最近の25年
間に集中していることが知られている．こういった
ENSOの複雑な性格やその長期変化に対して成層圏・
中間圏はどう応答してきているか．ENSOに対するオ
ゾン層の応答とそのメカニズムはどうなっているか．
これらの問題はまだ十分には解明されていないと思わ
れる．
　太陽活動の11年周期変動に伴い，太陽定数（Total 
Solar Irradiance, TSI）は0.1％程度，成層圏における
紫外線量は 6％程度，地上における銀河宇宙線量は
10％程度変動する．太陽活動と気候の関係についての
最近の研究の進展や課題については，Baldwin et al.
（2019）やKuroda et al.（2022）にまとめられている．
　太陽活動と成層圏の関係で最も顕著なものは，紫外
線量の変動に伴う上部成層圏のオゾン変動であり，気
候モデルでよく再現されている．一方で，北極成層圏
が高温となる事例は太陽活動極大期かつ QBO西風位
相の年の晩冬に多く見られるが，SSWの発生頻度に
も関連して，気候モデルによる再現が不十分であると
いう課題がある．また，TSIの非常に小さい変動がど
のような増幅メカニズムにより地表気温に影響を与え
うるか，という議論において，海面水温・蒸発・雲形
成過程を通して ENSOやウォーカー循環に影響がお
よぶというボトムアップメカニズムと，紫外線と高エ
ネルギー粒子降り込みの変動を通して成層圏気温・オ
ゾン濃度と惑星波活動が変わり対流圏へ影響するとい
うトップダウンメカニズムとが提唱されている．
　これらのうち，後者については太陽活動と北大西洋
振動の関係の再現性について，最近の気候モデルでか
なりよく再現されるようになってきている．一方，全
球大気再解析データを用いて太陽活動に伴う大気変動
を解析する際，予報モデルに太陽活動の周期変動を与
えている再解析とそうでない再解析とで特に成層圏界
面付近の応答の出方が異なる可能性がある．将来のす
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べての再解析において，太陽活動の周期変動を取り入
れる必要がある．なお，太陽からの突発的な高エネル
ギー粒子（陽子や電子）の地球大気への降り込みに対
する中層大気の気温やオゾン層への影響については，
近年，化学気候モデルを用いた多アンサンブルメン
バー実験を行い大気の内部変動の状態で分類すること
により明確に把握することができるようになってきた．
　気候に顕著な影響を与える火山噴火は，熱帯に位置
する火山で成層圏に直接噴煙が到達するような大規模
なものである（Baldwin et al. 2019）．噴火にともない
生成する硫酸エアロゾルにより，成層圏は太陽近赤外
線と上向き地球放射の吸収量増加により昇温する一
方，地表気温は太陽放射量の減少により低温化する．
1991年のフィリピンのピナトゥボ山の噴火の事例を実
効性の証拠として，成層圏エアロゾル注入が，温暖化
を一時的に軽減し二酸化炭素削減のための時間を稼ぐ
ためのジオエンジニアリング・気候介入の一手法とし
て提案され，気候モデル実験による評価研究が進めら
れてきている（第 7章参照）．2022年 1月にはフン
ガ・トンガ＝フンガ・ハアパイ海底火山が噴火した．
噴火直後には大気中に様々な大気波動が観測された
（Watanabe et al. 2022）．この噴火では成層圏の硫酸エ
アロゾル増大量は地表気温を顕著に変化させうるほど
の量ではなかったものの，成層圏に多量の水蒸気が注
入されたという点で観測史上前代未聞の事象となっ
た．この多量の水蒸気により成層圏の寒冷化が観測さ
れている．
　成層圏は少なくとも1980年代前半より顕著な長期寒
冷化傾向を示している．これは二酸化炭素の増大とオ
ゾン層破壊に伴う放射収支の変化によるものである．
化学気候モデルによる解析によると，1979～1997年の
期間における下部成層圏の気温低下はオゾン量の低下
によるところが大きい．今後のオゾン層回復ととも
に，二酸化炭素増加の寄与がより顕著になっていくと
思われる．成層圏の子午面循環は，温暖化の進行に伴
い加速することが多くの気候モデルにより予測されて
いるが，現在利用可能な各種観測データには種々の限
界があるため，循環強化の観測的証拠を得ることは未
だに容易ではない．
　オゾン層破壊物質はモントリオール議定書とその改
正により，おおむね順調に排出削減されてきている．
これにより特に上部成層圏ではオゾン層の回復傾向が
見え始めている．また，オゾン層破壊物質は強力な温
室効果物質でもあるため，モントリオール議定書が温

暖化軽減の重要な一翼を担ってきたことも判明してい
る．オゾン層破壊物質のうち，近年代替フロンとして
利用が増加し大気中の濃度が年々増加している HFC
に関しては，化学的にオゾン層を破壊することはない
が温暖化を引き起こして中層大気へも影響をおよぼす
ことがわかっている．HFCが今後規制されずに大気中
へ放出され続けた場合，低緯度の上部対流圏／下部成
層圏の気温上昇，BDCの強化，ハドレー循環の弱まり
が起こることが 2次元や 3次元モデルによって示され
ている．さらに，2010年代には東アジアの国から予期
せぬフロン排出が観測されたり，2010年代後半以降に
は北半球高緯度地域やオーストラリアの森林火災起源
のエアロゾルが成層圏内に頻繁に侵入する事象が発生
していたり，2022年にはトンガ噴火による予期せぬ成
層圏水蒸気の急増が起こったりと，オゾン層に大きな
影響を与えうる新しい事象が生じている．また，前述
したように気候介入の一案として成層圏エアロゾル注
入が提案されたりもしている．したがって，オゾン層
とそれに関わる物質の継続的な監視や研究が必要であ
る．
　成層圏の水蒸気は，成層圏・対流圏の気温や循環に
影響をおよぼす重要な因子である．現在の 3次元モデ
ルの多くは下部成層圏で水蒸気量の過多となってお
り，このモデルバイアスの程度が気温や循環におよぼ
す影響は，温暖化による変化と同程度の可能性があ
る．従って輸送スキームの改良などによりこのバイア
スが是正されることが望ましい．
　中層大気における力学場・熱力学場と組成濃度・分
布は，輸送過程や放射過程を通して互いに強く相互作
用している．様々な時間スケールにおける中層大気の
組成の変化と力学場・熱力学場の変化を，両者の結合
した問題として考えていくことが重要である．また，
化学気候モデルを用いてあえて極端な状態（例えばオ
ゾン層なし）を作り出し，大気の場がどのようになる
か分析することも，現実大気の様々な変化を理解する
上で役立つかもしれないし，また，上記のような結合
問題を理解する上で有益であると思われる．
3.8　極成層圏雲・極中間圏雲
　極域下部成層圏で冬季に極端に気温が低下すると，
極成層圏雲（PSC）が形成される．PSC表面での不均
一反応により塩素原子が活性化され，成層圏オゾンの
破壊反応が促進される．Kohma and Sato（2013）で
は，対流圏界面付近の雲とPSCの同時出現機構を明ら
かにした．Nakajima et al.（2016）では，CALIPSO衛
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星搭載雲ライダーで観測された PSC組成，および，そ
の雲粒上での塩素活性化反応について調べ，硝酸三水
和物を含むPSC生成時に必ずしも氷粒子は存在せず，
さらに，PSCに遭遇した空気内において急激に塩素の
活性化が進むことを示した．また，Nakajima et 
al.（2020）は，南極昭和基地での観測と複数の衛星観
測を用いて，極渦内での PSC上の不均一反応と，NOx
を多く含む空気の輸送の両方の重要性を示した．
　夏季の高緯度の中間圏界面付近は地球大気で最も低
温となっており，氷粒子を主成分とする PMCが出現
する．2015年に初めて北海道でも PMCが観測された
（Suzuki et al. 2016）．近年では，Aeronomy of Ice 
Mesosphere衛星に基づき，その全球分布・季節性の
みならず，PMCの空間構造に注目した研究が行われ
ている．

4．観測
4.1　微量成分観測
　日本では大気球を用いて成層圏の大気を採取するク
ライオサンプリング実験がおよそ40年前から継続され
ており，主に温室効果気体やその関連成分，オゾン破
壊物質（ODS）などの長寿命種の気体成分の観測が
行われている．この大型気球実験は，国内の研究者と
JAXA宇宙科学研究所大気球実験グループの共同に
よって継続されている．気球実験は国内だけではな
く，北極，南極，赤道などでも実施されている（Suga-
wara et al. 2018）． 1つのサンプルで分析される成分
が極めて多いため，得られる成果も多岐にわたる．特
に，CO2や SF6などの安定な成分は，成層圏の大気年齢
（AOA）の推定に利用されており，地球温暖化と BDC
の盛衰に関する議論において重要な役割をはたしてい
る．メタンや一酸化二窒素などの同位体比・アイソト
ポマーなどを計測することで，濃度だけでは知り得な
い複数の消滅過程の定量的な分離などに威力を発揮す
る．成層圏大気の重力分離の発見も気球実験の大きな
成果であり（Ishidoya et al. 2013），大気年齢とともに
BDCの強弱の指標になることが期待されている．これ
らの研究には，大気試料の質が極めて高く，変質がな
いことに加え，超高精度分析が不可欠であり，日本の
グループのみが観測可能である成分が多い．日本の成
層圏大気サンプリングは世界的にみても貴重な実験で
あり，今後も技術的な改善を加えながら，継承してい
く必要がある．

4.2　PANSY，EAR，MUR
　大型大気レーダーは，日本が国際的に優位な技術を
もつ測器であり，鉛直風を含む風の 3次元ベクトルの
鉛直プロファイルを高い時間・高度分解能で観測でき
る．1984年に「MUR」が滋賀県信楽町で稼働を開始
して以来，大気重力波や対流等の小規模現象と大規模
現象との関連等に関する研究が行われてきた（Tsuda 
2014）．「赤道大気レーダー（EAR）」は2001年に実現
し，対流圏・電離圏の研究に積極的に利用されてきた
（Fukao 2006）．加えて現在，赤道成層圏・中間圏も観
測可能な「赤道MUレーダー（EMU）」構想が進んで
いる．赤道域では，大規模現象でも温度風平衡が成り
立たないため，風の観測は特に重要である．南極は，
最後の大型大気レーダー観測空白域と位置づけられ，
これを埋める計画として IUGG等複数の国際学術組織
の提言が出され，必要電力の大幅削減など数々の技術
的革新により「PANSYレーダー」が実現した（Sato 
et al. 2014）．2012年より南極対流圏・成層圏の，2015
年からは中間圏も含む定常観測が実施されている．夏
に白夜となることを生かした，中間圏の50日以上の連
続観測を達成するなど極域ならではの研究観測もなさ
れている．極域固有の雲（PSC・PMC），宇宙から降
り込む高エネルギー粒子の中性大気への影響等の解明
が進展しつつある．
　PANSYレーダーが実現されたことで，スパースだ
がグローバルな大型大気レーダー網が完成した．この
大型大気レーダー網を生かし，中層大気を介した南北
両半球結合の鍵となる重力波の全球変動を捉える国際
協同観測 ICSOMが日本主導で行われている（Sato et 
al. 2023）．ICSOMは，データ同化，高解像大気大循環
モデルと組み合わせた国際共同研究プロジェクトとし
て位置づけられている（3.2.4節，3.6.4節参照）．
4.3　今後の観測計画
　ICSOMを嚆矢とする大型大気レーダー観測網によ
る国際共同研究は，全中性大気長期再解析データ
（JAWARA）や，これを初期値に用いた高解像大気大
循環モデルによる現実重力波の再現実験などと組み合
わせ，特に未解明部分の多い中間圏・下部熱圏を含む
全中性大気の様々な側面からの定量的研究が大きく進
展すると考えられる．
　PANSYレーダーは 3期にわたり南極重点研究観測
6か年計画の 1つとして位置づけられている．南極観
測事業の特殊性から，2015年10月から開始された全群
観測は太陽活動11年周期 1周期分を含む2027年 9月ま
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での12年の時限付きで実施される．2023年度からは共
同利用枠が設けられている．
　EARはMURやPANSYレーダーに比べて送信出力
が1／10であり機能面でも劣るため，これらと同等の
赤道MUレーダー（EMU）の新設が計画されている．
EMUを主要設備の 1つとする「太陽地球系結合過程
の研究基盤形成」（Tsuda et al. 2016）は，日本学術会
議（2023）の「マスタープラン重点大型研究計画」に
選定され，「未来の学術振興構想（2023年版）」にも掲
載されている．
　スーパープレッシャー気球は等密度面を長期間（長
ければ100日以上）浮遊できる気球である．大気科学
分野では主に重力波観測に利用され，重力波の間欠性
や運動量輸送に関する多くの成果を挙げ，現在も
CNES（フランス国立宇宙研究センター）を中心とし
た国際共同チームにより熱帯でのスーパープレッ
シャー気球観測（Stratéole‒2）が実施されている．日
本はこれまで気球の開発で後れを取っていたが，独自
のスーパープレッシャー気球の開発に成功し，南極で
の重力波観測を開始している（LOADWAVE）（Tomi-
kawa et al. 2023）．PANSYレーダーとの協同による重
力波研究の推進が期待される．
　一般のラジオゾンデ観測の到達高度は，下部成層圏
に限られ，ロケットゾンデを用いた定常観測が終了し
て以降，成層圏上層の風速・風向の直接観測は行われ
ていない．そこで，より高高度に到達するラジオゾン
デの観測方法を確立すべく大型ゴム気球を用いた観測
が試験的に行われている（Kinoshita et al. 2022）．こ
の研究では地上から高度40kmを超える鉛直分解能の
高い風速・風向・温度データの取得に成功し，重力波
活動の解析が進められている．成層圏上層の観測を充
実させるため，今後，国内外の複数地点において定常
観測化するのが重要である．
　中層大気研究において衛星も主要な観測手段の 1つ
である．オゾン層の長期トレンド，STE過程の詳細な
機構，大規模火山噴火や海洋起源のハロゲン化学種の
成層圏化学・放射・力学場への影響を長期的な視点で
観測する必要がある．また重力波を再現可能な高鉛直
分解能な全中性大気モデルの開発が急がれる中，その
検証のために特に成層圏内の風速の情報が重要と考え
られる．今後10年間，米国の STRATOS計画，欧州の
Altiusが打ち上げを予定しており，オゾンを中心とし
た成層圏内の微量成分観測をリードすると思われる．
国内では中層大気の風・温度場と微量成分場の日周期

成分を含めて高精度で明らかにすることを目的とした
超伝導サブミリ波リム放射サウンダ SMILES‒2や，高
鉛直分解能データにより中層大気内の圏間の相互作用
や化学過程を定量的に明らかにする高層大気 FTS衛
星観測ミッションが計画されている．

5．データ同化・再解析
5.1　成層圏再解析比較プロジェクト S‒RIP
　全球大気再解析は，過去数十年分のデータ同化計算
を行って作成される気候プロダクトであり，数値予報
モデルによる予測値と観測値を用いて，最適な大気場
を推定するデータ同化システムを用いて作成されてい
る．作成されたデータは，気象や気候のプロセス研究，
気候モデルの検証などに使用されてきている．再解析
データは，中層大気研究においてもきわめて重要な，
観測と数値予報モデルのハイブリッドデータである．
　1990年代に登場した NCEP‒NCAR R1と NCEP‒
DOE R2に続き，2000年代には ERA‒40と ERA‒
Interim，JRA‒25／JCDASと JRA‒55，MERRA，
CFSRなどが登場してきた．いずれも様々な（多くの
場合共通の）大気観測データを，各再解析実施機関の
数値予報・同化モデルに同化したグリッドデータであ
る．全球大気場のグリッドデータが容易に利用可能に
なったことは，大気科学において大きなインパクトで
あった．一方で，同じ診断量について，異なる再解析
データが少しずつ異なる結果を示すことはすぐに明ら
かになった．
　再解析間の違いを系統的に調査・報告するため，
SPARC では2011年から準備を始め，2013年より
SPARC Reanalysis Intercomparison Project（S‒RIP）
を開始した．S‒RIPでは，再解析実施機関とも密な協
力関係を築きつつ，100名近くの参加者により様々な
領域・診断量についての分析がなされ，多くの査読付
き論文が出版され，最終的に2022年 1月に最終報告書
を完成・出版した（SPARC 2022）．その重要なメッ
セージは以下の 7点である：（1）より最近の再解析
データの方が以前のものよりもよい．（2）多くの診断
量においてNCEP‒NCAR R1とNCEP‒DOE R2は適切
でなく基本的にはもう使用するべきではない．（3）衛
星データを使用しない再解析（JRA‒55Cや1978年以
前の再解析）も多くの診断量において有用であること
が分かったが注意深い検証が常に必要である．（4）再
解析データを用いた研究では可能な限り複数の再解析
データを用いるべきである．（5）すべての再解析で，
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時系列に非一様性が見られる．再解析データにみられ
るトレンドや気候状態のシフトについては注意深い検
証と正当化が必要である．（6）鉛直方向に変化の大き
い診断量に関わる研究ではモデルレベルデータを使用
するべきである．（7）一様化された観測データとその
継続が再解析の実施にも評価にも非常に大事である．
　S‒RIP最終報告書出版後，S‒RIPのフェーズ 2（A‒
RIP）の計画の議論が始まっている．フェーズ 1では
ERA5については一部の章にて一部の診断量について
しか評価できていない．一方，2022年12月には日本気
象庁の新たな全球大気再解析データ JRA‒3Qが公開さ
れ始めた．また，複数の化学（組成）再解析データ
（5.4節参照）が複数利用可能になってきており比較・
評価をする機は熟している．さらに，気候変動に関わ
るような対流圏内の諸過程，上部中間圏の評価につい
ても A‒RIPで新たに取り組む計画となっている．
5.2　JRA‒55，JRA‒3Q
　日本の全球大気長期再解析として，JRA‒25が2000
年代に実施され，その後第 2次長期再解析 JRA‒55
（Kobayashi et al. 2015；Harada et al. 2016），最近では
さらに後継の第 3次長期再解析 JRA‒3Q（Kosaka et 
al. 2024）が実施されてきた．これらは気象庁で行う
気候系監視や異常気象分析業務，季節予報業務等の基
盤データとなっている．
　JRA‒55は2009年12月時点の現業数値予報システム
（以下，現業システム）に基づいたデータ同化システ
ムを用いて実施されたが，JRA‒3Qでは2018年12月時
点の現業システムに基づいたシステムが用いられた．
この間の気象庁スーパーコンピュータシステムの更新
に伴う資源増強や技術開発により，データ同化で利用
する全球モデルの上端は0.1hPaから0.01hPaに引き
上げられ，中間圏までが含まれるようになった．モデ
ル上端の引き上げは鉛直層数の増強と共に行われた
が，その目的は，予報モデルの上部境界での大気波動
の反射を防ぐための緩和層をより上層へ配置し，成層
圏・対流圏における人為的な処理の影響を軽減するこ
とや，モデル上端が低いため利用できなかった上層に
感度をもつチャンネルの衛星観測データを上端の引き
上げにより有効利用することだった．いずれも大気全
域の大気波動の鉛直構造や鉛直伝播表現の向上への寄
与と，それらを介した数値予報の精度向上が期待され
更新された．また，モデルの各種物理過程の改良も多
数行われ，中層大気に関わる変更としては，長波放射
スキームの改良，非地形性重力波抵抗スキームの導入

が行われたほか，強制データとしてのオゾン分布デー
タの更新等が行われた．
　高性能なデータ同化システムで一貫して作成する再
解析ではあるが，データ同化に利用する観測システム
は時代によって変遷し，再解析プロダクトにはその影
響が反映され，見かけの変化が生じる場合がある．成
層圏気温に関して，JRA‒55では，1950年代末から1960
年代にかけて上部成層圏の気温が上昇する不自然な変
動が見られた．これはこの期間の観測が非常に少な
かったこととデータ同化に用いた予報モデルの成層圏
の低温バイアスにより生じていると考えられている．
成層圏水蒸気に関しても JRA‒55には70年代と2003年
以降に不自然な増加がみられたが，JRA‒55の予報モ
デルの対流圏中層の乾燥バイアスと背景誤差共分散に
よる比湿インクリメントの鉛直伝播が関連していたと
考えられている．このような不自然な変動は長期間に
わたる再解析を行う際の課題の 1つである．
　JRA‒3Qでは，予報モデルの成層圏の低温バイアス
が低減し，対流圏中層の乾燥バイアスも減少したた
め，上記の不自然な変動は解消された．一方，成層圏
の全球平均気温偏差の長周期変動の振幅は衛星観測に
基づく成層圏気温プロダクトと比べて小さい．これ
は，JRA‒3Qの予報モデルにおいて火山性エアロゾ
ル，太陽定数，成層圏水蒸気量の年々変動が考慮され
ていないことに加えて，観測が豊富な時代に適するよ
うに作成された同化システムの背景誤差共分散を観測
の少ない過去に適用したことにより，観測データがモ
デルの誤差を十分に修正できていないことが原因であ
ると考えられる．成層圏気温や水蒸気の変動の再現性
向上には，予報モデルの高度化とともに，観測システ
ムの変遷に応じた背景誤差共分散の最適化が必要と考
えられる．
　大気長期再解析は気候データセットとしての役割を
担うため今後「地球システムモデル」を意識した開発
が進められていくであろう．中層大気の先進的な研究
成果が現業システムや全球長期再解析に活用され，そ
れが中層大気研究のさらなる発展に寄与することが期
待される．
5.3　JAGUAR‒DAS，JAWARA
　現業機関で作成されている全球再解析データは，近
年では中部中間圏までの研究活用を対象としている
が，さらに上のMLT領域も含む中層大気全体をカ
バーするデータ同化システムの開発がいくつかの研究
機関で行われている．日本においても，国際共同研究
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プロジェクト ICSOM（3.6.4節参照）の一環として，
研究者ベースで，地上から下部熱圏までをカバーする
GCM である JAGUAR の中解像度（T42）版に
LETKFを組み合わせたデータ同化システム JAG-
UAR‒DASが開発された（Koshin et al. 2020, 2022a）．
JAGUAR‒DASでは，観測データとして従来型の地上
観測，高層観測等を含むデータセット NCEP PREP-
BUFRに加えて，観測衛星 Aura MLS，TIMED 
SABERの気温，DMSP SSMISの輝度温度が用いられ
ている．
　対流圏・成層圏に比べてMLT領域のモデルは予報
精度が十分でないことが知られているため，データ同
化システムにおける各種パラメータを対流圏や成層圏
下部を対象とする従来のシステムよりも観測値の比重
を上げるよう調整し，潮汐の振幅が現実的となるよう
数値拡散の形状や強さに工夫がなされている．また，
同化インクリメントを少しずつ加える IAUの適用に
より，不自然な擾乱発生を軽減している．得られた解
析値は独立なレーダー観測で検証されており，中層大
気データ同化プロダクトの国際比較研究により，他と
遜色のない品質であることが確認されている（McCor-
mack et al. 2021）．
　JAGUAR‒DASを用いて，Aura MLSの観測開始
（2004年）以降20年以上の長期再解析データJAWARA
（Koshin et al. 2025）が作成されており，現在もなお
アップデート中である．JAWARAは，現在のところ
MLT領域を含む唯一の長期大気再解析データと位置
づけられる．MLT領域と上下に位置する電離圏や上
部対流圏～成層圏との結合，MLT領域を介した南北
両半球結合研究など幅広い研究に活用可能である．す
でに，MLT領域の ISO（3.3.2節参照）や南半球冬季
の IHC（3.6.4節参照），中層大気のノーマルモード
（Sekido et al. 2024）等の研究に用いられている．ま
た，JAWARAはMLT領域を含む高解像度 GCMによ
る再現実験の初期値としても用いられ，重力波を含む
中層大気階層構造の視点からのエネルギー・運動量収
支の定量的な解析が行われている（3.2.4節参照）．
5.4　大気微量成分データ同化
　大気微量成分の分布変動とその要因を調べるため
に，化学輸送モデルなどの数値モデルが利用されてい
るが，依然として不確実性が存在する．各種観測から
は濃度分布に関する情報が蓄積されているが，精度・
時空間サンプリング・物質などに制約がある．データ
同化では，地上データや衛星観測と，モデルなどによ

る先験情報を，それらの誤差や特徴を考慮した上で統
合し，もっとも確からしい場と時空間分布を推定す
る．大気微量成分のデータ同化には大きく分けて 2種
類ある．1つ目は，数値天気予報（NWP）システムの
一部として，天気予報および気象解析を改善すること
を目的にしており， 2つ目は，詳細な化学プロセスを
含む化学モデルを用いて，化学天気予報や大気微量成
分解析の改善を対象としている．
　中層大気の大気微量成分を対象としたデータ同化で
は，紫外線の予報と解析を改善すること，中層大気の
放射バランスを理解すること，さらにはオゾンホール
の回復に着目したモニタリングを目的にしている．対
流圏の大気微量成分を対象としたシステムでは，オゾ
ンやエアロゾルなどの短寿命気候汚染物質を対象にし
て，大気汚染診断や予報の初期値を改善することを目
的としている．最新のシステムの多くでは，EnKFと
4D‒VARが利用されている．
　大気微量成分のデータ同化は，気象データ同化と同
様に初期値を改善することに加えて，不完全な反応係
数の修正，BDCの過大評価などに起因する輸送による
エラーの改善，観測網の最適化などに利用されてい
る．本格的な衛星観測が開始された2000年代前半以降
の20年余りを対象とした再解析データセットも作成さ
れており，第 1世代が2010年代中盤に実現し，近年は
第 2世代のデータが開発されており（Inness et al. 
2019；Miyazaki et al. 2020），幅広い研究で利用されて
いる．MLSによる衛星観測データを統合することで，
中層大気の大気微量成分の 4次元構造に特化した再解
析も実施されている（Errera et al. 2019）．様々な大
気微量成分のデータセットと大気力学・気象場のデー
タ同化と併せて利用することで，中層大気の化学・放
射・力学過程のさらなる理解に役立つことが期待で
きる．

6．数値モデル
　中層大気研究を助けるツールとして，様々な種類・
階層の数値モデルが提案・開発され，活用されてきた．
1970年代～1990年代には， 1次元や 2次元の数値モデ
ルが中層大気の力学現象や大気組成と放射過程の研究
に盛んに用いられた（松野・島崎　1981）． 1次元数値
モデルはペケリス自由振動モードの等価深度の推定，
2次元数値モデルは組織化された対流システムと
QBOの相互作用の研究など，最近も活躍している．
　21世紀に入って以降，計算機システムが飛躍的な発
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展を遂げた昨今では，中層大気の研究用途だけではな
く現業予報においても 3次元 GCMに中層大気が含ま
れることは当然になっており，海洋 GCMや海氷モデ
ルを結合した全球気候モデルは季節予報から気候変動
予測まで幅広い用途で用いられている．大気化学過程
を含んだ化学気候モデルは，1990年代までは成層圏オ
ゾンを取り巻く窒素酸化物系，水酸化物系，ハロゲン
系を中心としていたものが，21世紀以降にはエアロゾ
ルを含む様々な対流圏の大気汚染物質を含むように拡
張され，新しい観測衛星プロジェクトの立案ならびに
観測キャンペーンに欠かせない存在になったほか，観
測データを同化した大気組成再解析プロダクトの作成
にも用いられている．
　こうした時代の流れのなかで，中層大気大循環の形
成・維持に重要な役割を果たす重力波の多くを陽に表
現できる高解像度 GCMと，1990年代後半から21世紀
初頭にかけて開発された非地形性・重力波パラメタリ
ゼーション（GWP）の両者が果たした役割は特筆す
べきである（Geller et al. 2013）．それ以前に用いられ
ていた GCMでは，サブ・グリッド・スケールの非地
形性重力波の影響を表現し得なかったため，冬季の極
夜ジェットが観測に比べて強くて変形しにくく，最終
昇温（冬から春にかけて生じる極渦の崩壊）の時期が
遅くなるとともに，極域成層圏が低温となる「cold 
poleバイアス」が大きな問題となっていた．関連し
て，化学気候モデルを用いて南極オゾンホールの再現
を行う際には，オゾンホールが深まり過ぎ，かつ春か
ら夏にかけて持続し過ぎるバイアスに悩まされた．ま
た，重力波が駆動する QBOや，中間圏界面付近の弱
風層を再現できなかったため，GCMを用いてそれら
を研究する際には，観測データをナッジングするか，
レイリー摩擦で無理やり東西風を弱めるといった工夫
を必要としていた．
　海外では，GCMの水平解像度を上げることによっ
て GCMが陽に解像する重力波に水平波長が短い成分
が新たに加わる結果，それらがもたらす波と平均流と
の相互作用によって極向きの循環が強化され，極渦周
辺での下降流と断熱加熱が強化されて，cold poleバイ
アスが改善されることが報告されていた．日本の研究
グループは，GCMの中に現れる重力波の性質や役割
にフォーカスした研究を展開するうえで，重力波が伝
播する途上での性質の変化や平均流との相互作用を正
しく表現するために，鉛直解像度の向上を重視した．
Sato et al.（1999）は，重力波解像 GCMを用いた水惑

星実験の結果から，大気中で慣性周期に近い周期を
もった重力波が卓越することや，慣性周期の長い低緯
度域から比較的長周期の重力波が中高緯度域に伝播す
ることなどを見出した．Takahashi（1996）は，鉛直
解像度500mの GCMを用い，かつ，モデルが表現し得
る最小スケールに近い波のスペクトルをリッチにする
調整を施すことにより，初めて QBO状の振動を再現
することに成功した．これらの歴史的な背景のもと
で，Watanabe et al.（2008）は，水平解像度約60km，
鉛直解像度300mの重力波解像 GCMを開発し，GWP
に頼らずに，モデル中で陽に表現された重力波によっ
て生成されたQBO状振動と中間圏界面弱風層を含み，
cold poleバイアスが解消されたシミュレーションに
初めて成功した．Kantoプロジェクト（3.2.4節参照）
では，このモデルを用いて，QBOを駆動する赤道波や
重力波の性質や 3次元分布について詳細な分析が行わ
れたほか，重力波が極夜ジェットの強風軸に向かうよ
うに斜め上方に伝播する性質をもち，それが中間圏界
面弱風層の子午面構造を形成するうえで重要な意味を
もつこと，それが GWPの改善に重要な示唆を与える
ことが指摘された（渡辺・河谷　2018）．
　一方，低解像度の GCMでは表現できない，サブ・
グリッド・スケールの重力波の効果を近似的に表現す
るGWPの開発と普及により，低コストでQBOや中間
圏界面弱風層や現実的な強さの極夜ジェットが再現で
きるようになったことも重要な進展である．GWPは，
地形性重力波を対象とするものと，対流や前線や流れ
の場の不安定などから生まれる非地形性重力波を対象
とするものとに大別される．前者は亜熱帯ジェットと
極夜ジェットの間の弱風層の再現に重要なことが知ら
れており1990年代に普及が進んだのに対して，後者は
重力波の鉛直スペクトルの高度変化に着目した手法が
1990年代後半に提案されたことを契機に普及が始まっ
た．日本では気象庁気象研究所の化学気候モデルが非
地形性 GWPをいちはやく導入して QBOの再現に成
功するとともに，QBOによるオゾン濃度の変調が紫
外線加熱の変調を通じて QBO周期を長くしようとす
る作用があることを報告した（Shibata and Deushi 
2005）．このように GCMの発展に寄与してきた一方
で，既存の GWPにはいくつかの重要な欠点があるこ
とが指摘されており，その改良に関する研究も進めら
れている．GWPを含むGCMのパラメタリゼーション
については，機械学習を含むアプローチから様々な新
しい手法が提案されており，近い将来に目覚ましい進
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展があるものと期待される．
　国際プロジェクトへの貢献について述べる．CMIP
では，回を重ねるごとに中層大気を含むモデルの割合
が増加し，モデル内部で QBOを再現するモデルも増
えている．日本からは気象庁気象研究所および
MIROCグループのモデルが継続的に参加しており，
SPARCの研究者を中心に，成層圏の極夜ジェット，
SSW，BDC，赤道波といった，中層大気の現象の再現
性評価や，地球温暖化に伴う変化の推定などが行われ
てきた．CMIP6では，TEM系の運動量収支の診断に
必要な帯状平均場や渦フラックス等の変数の提供を呼
びかけ，多数のモデルを通じた評価を試みた．現状に
おいては，いずれのモデルも様々なバイアスを抱えて
いるため，例えば「極夜ジェットが地球温暖化に伴い
強まるのか？弱まるのか？」といった基本的な問いに
対して，モデル間でコンセンサスが得られていない．
　SPARC主導の CCMValは，化学気候モデルのモデ
ル相互比較とプロセス・ベースの評価を目的として行
われた．日本から東京大学気候システム研究センター
（現大気海洋研究所）・国立環境研究所と気象庁気象研
究所のモデルが参加し，WMO／UNEPオゾン層破壊
の科学アセスメントにも大きく貢献した．CCMValお
よび CCMVal2では，それぞれ世界の10および15程度
の化学気候モデルが参加して，ODSと温室効果ガス濃
度の将来シナリオに沿ったオゾン層の将来予測実験が
行われた．中層大気の様々なプロセスを経てオゾン量
が ODSだけでなく温室効果ガスによっても大きく影
響されること，それによって，将来，オゾン層破壊物
質の規制によって南北両半球の低中高緯度でそれぞれ
回復時期の異なるオゾン層の将来変化が予想される．
後継のプロジェクト CCMIでは，対流圏化学の研究コ
ミュニティも加わり，成層圏オゾン・対流圏オゾンを
軸に他の大気微量成分も含めた気候変動との関連の研
究を強化している．化学気候モデルの高解像度化や中
層大気と対流圏の物理・化学プロセスの精緻化をさら
に進め，微量成分濃度変化と海洋変動も含めた気候変
動研究に発展していくものと思われる．
　中間圏界面よりも高いモデル上端をもつモデルも開
発されてきた．5.3節で紹介された JAGUAR（Wata-
nabe and Miyahara 2009）は，地表から高度110km付
近までの諸現象を扱う．中層大気は対流圏のみならず
超高層大気（熱圏・電離圏）の循環と深く結びついて
いることが明らかとなった．そのため，対流圏から熱
圏・電離圏上端までを含む大気圏―電離圏結合モデル

GAIAが開発され（Jin et al. 2011），対流圏・中層大気
起源の大気波動が，熱圏循環，さらには電離圏のプラ
ズマ密度におよぼす影響に関する研究が活発に行われ
てきた（Miyoshi et al. 2018）．一方，磁気圏からのエ
ネルギー降り込みや太陽からの極端紫外線／紫外線に
より熱圏で生成される一酸化窒素などの大気微量成分
は，中層大気に輸送され，オゾン濃度に影響する可能
性が示されており，超高層大気が中層大気ひいては対
流圏の気候におよぼす影響の定量的な見積もりに関す
る研究が進行中である．さらに，電離圏プラズマは，
磁気圏プラズマと深く結びついているので，熱圏・電
離圏循環のより正確な再現のためには磁気圏との相互
作用過程を含むモデルが必要となってきており，大気
圏―電離圏―磁気圏結合モデルの開発が期待されて
いる．
　全球非静力学モデルを用いた中層大気シミュレー
ションの試みとしては，重力波解像に近い水平解像度
14km，鉛直解像度500mでモデル上端を80kmにした
NICAMを 1か月積分した例がある．最近では，水平
解像度2.5km前後の全球非静力学モデルを用いた

「ストーム解像」DYAMONDシミュレーションで表
れた 3次元風速のスペクトルを，熱帯上部対流圏の航
空機観測と比較した例も報告されている．現在のとこ
ろ，水平風速に関しては観測に近いスペクトル分布が
得られるものの，鉛直風については風速が大きく不足
している．近い将来に，個々の対流や大きなスケール
の 3次元乱流を陽に表現できる100m解像度の全球非
静力学モデルによる全球LESが実現されれば，重力波
や乱流を含んだ中層大気の階層構造の全容解明への大
きな一助になるものと期待される．
　全球 3次元モデルで陽に取り扱えない小さなスケー
ルの現象に目を向けると，領域非静力学気象モデルを
用いた挑戦的な研究が行われている．Horinouchi
（2004）は，対流から生成する同心円あるいは円弧状
の重力波が上部中間圏・下部熱圏にまで伝播して砕波
する際に，周囲の酸素原子等に作用して生じる大気光
の変調パターンを再現した．Kohma et al.（2024）は，
昭和基地周辺で発生した地形性重力波の伝播・散逸と
乱流生成の様子を詳細にシミュレーションし，大型大
気レーダーで観測された大気重力波の振幅などの波の
パラメータを再現し，さらにレーダーで強い乱流層が
観測された高度領域において小スケールの渦構造が現
れることを示した．重力波の砕波に伴う乱流生成は，
第 7章で紹介する成層圏の利用においても重要なプロ
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セスであり，今後も新しい観測とともに発展が期待さ
れるモデリング分野である．

7．成層圏の利用
7.1　成層圏プラットフォーム
　成層圏の商業的利用に関しては，わが国では大型の
飛行船を用いて通信や画像モニタリング等のサービス
提供を目指したミレニアムプロジェクト「成層圏プ
ラットフォーム」（総務省　2006）以降は目立った動き
がなかったが，2024年より，海洋状況把握に必要な機
動性や長期航行性能の獲得に欠かせない太陽電池パネ
ル開発，気象・海況の観測・予測に役立てるためのセ
ンシング技術を中核とした研究開発が経済安全保障重
要技術育成プログラムのもとで始まろうとしている
（ただし，日本独自の機体開発は行わず海外製の機体
を使うことが想定されている）．
　海外では，2010年代から2020年代初頭にかけて，発
展途上国や僻地を対象として米国 Loon社による成層
圏高高度気球を用いた4G通信の提供が行われた．近
年，日本の通信事業者を主体として高高度固定翼無人
航空機を新たなプラットフォームとする現代版の成層
圏プラットフォーム（HAPS）が準備されており，改
めて成層圏の風環境に注目が集まりつつある（D’
Oliveira et al. 2016）．ここで「高高度」が指すのは高
度約16～22kmの下部成層圏のことであり，ジェット
旅客機の巡航高度である 9～12kmに比べて高いた
め，便宜上そう呼ばれている．この高度領域は，中緯
度帯では，冬季には亜熱帯ジェットと極夜ジェットの
間の鞍部に，夏季には亜熱帯ジェットの上端付近に相
当し，他の高度に比べて水平風速が小さい下部成層圏
弱風層に相当する．
　地上のある地域に対して通信や画像モニタリングと
いったサービスを安定的に提供するためには，成層圏
プラットフォームを無風の領域に配置して定点の周囲
を周回飛行させるのが理想的であるが，実際には上記
の弱風層は重力波の砕波による乱流生成の舞台でもあ
り，機体の破損による落下事故や，揺動によるサービ
ス品質の低下等への対策が必要になる．また，SSWに
ともなって，平時に比べて強い風が吹くことによっ
て，成層圏プラットフォームがはるか風下に流されて
しまう点にも対策を必要とする．これらの課題につい
ては佐藤ほか（1993）が30年ほど前に指摘している
が，下部成層圏弱風層の重力波，乱流強度，強風の実
態把握や予測に関しては今なお課題が多い．成層圏プ

ラットフォーム事業との連携を通じて，新しい観測研
究や数値シミュレーション研究が進展することが期待
される．
7.2　気候介入と成層圏ジオエンジニアリング
　従来の温室効果ガス排出削減政策（緩和策）や，気
候変動への適応策とならんで，地球温暖化による危機
的状況を軽減・回避するための方策として，人為的な
気候介入（Climate Intervention（気候改変，気候工
学，地球工学，ジオエンジニアリング等の呼び名をも
つが，近年はこう呼ばれる例が増えている））の必要
性に関する議論が高まっている．21世紀以降，英米の
アカデミーや米国連邦議会や国連環境計画等による公
的レポートが相次いで公開され，米国気象学会や米国
地球物理学連合も研究ならびにコミュニティの積極的
な関与を推奨する立場を表明している．
　気候介入に使われる技術として，CCSや DACに代
表される CDR技術や，成層圏エアロゾル注入（SAI）
に代表される SRM技術に注目が集まっている（杉山　
2021）．本稿では，SRMは SAIを含む SRM技術全般
を指し，SAIは成層圏エアロゾル注入を指すものとし
て，使い分けを行う．
　SAIは，大規模な火山噴火が引き起こす成層圏硫酸
エアロゾルの増加と，それが太陽放射の一部を宇宙へ
反射することで生じる地表面の冷却という自然現象を
模倣するアイデアである．こうした方法を用いた気候
介入の是非については，様々な立場の個人や集団が賛
否両論を唱えている．極端な意見をもつ人もいるが，
現在のところ「気候モデルや地球システムモデルを用
いたシミュレーション研究を中心に，ガバナンスや倫
理的な観点も含めて，慎重かつバランスの取れた議論
を通じて便益やリスクに関する理解を深めよう」とい
うスタンスで関わっている比較的穏健な人々が主流派
を形成している．
　SAIを含む SRMシミュレーション研究の国際枠組
みである GeoMIPは2010年に始まった．様々なシナリ
オが提案され，主に CMIP5～CMIP6世代の気候モデ
ルや地球システムモデルが参加して，様々な角度から
評価が行われてきた．現在（2024年10月時点）までに
120編超の関連論文が出版され，IPCCの第 5次，第 6
次の評価報告書に引用されたのをはじめ，2022年版の
WMO／UNEPオゾン層破壊の科学アセスメントに
SAIの章が新設されるなど，大きな影響力をもつに
至っている．以下では，Visioni et al.（2023）のレ
ビュー等を参考に，これまでに得られた知見や課題を
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概観する．
・ SRMを大規模実施すれば急速（数か月～数年のう
ち）に地上気温を低下させ得る．海氷，氷床，永久
凍土の保全や，地球温暖化に伴う極端現象の発生を
減らす効果が期待できる．ただし，SRMに頼るにし
ても，ティッピング・エレメント等，既に不可逆的
な変化が生じ始めた現象を停止させることはできな
いため，手遅れにならない段階で実施する必要が
ある．
・ SRMは地球温暖化の影響を軽減し得るが，世界各地
の影響を完全にキャンセルすることはできない．例
えば，温室効果ガス濃度が上昇し続けるのに対し
て，SRMを用いて全球平均気温を一定に保とうと
すると，低緯度の降水量が減り続けるトレンドが現
れる．また，地上気温や降水量の変化には様々な要
因によって非一様なパターンが生じる．こうした副
作用は，水資源が減る地域などを作り出し，新たな
格差や紛争を生むリスクになり得る（ただし，地球
温暖化による危険な変化も，非一様に現れるので，
SRMがリスクをもっぱら助長するわけではない）．

・ SAIは，PSC上の不均一化学反応の増加を通じて，
南極オゾンホールの回復を大幅に遅らせる可能性が
高い．一方，中・低緯度では，いくつかの効果が互
いに相殺するため，オゾン全量で見た場合には，極
端な増減は生じない可能性がある．
・ SAIは，硫酸エアロゾルの生成・成長・輸送過程に
大きな不確実性をもつ．また，エアロゾルの赤外線
吸収により成層圏が加熱され，それが成層圏だけで
なく対流圏の循環も変えるという副作用をもつ．現
状では，シミュレーション結果のばらつきが大き
く，副作用の定量化が不十分である．
・ 副作用の大きさは，航空機等を用いて成層圏に人工
的に注入する亜硫酸ガスないし硫酸エアロゾルの量
に依存する．もしも SRMの目的として課す地上気
温の冷却が小さくて済むならば，SRMの副作用も
小さくなる．また，注入する緯度帯や高度をシミュ
レーションに基づいて戦略的にデザインすること
も，SRMの副作用の低減に役立つ可能性がある．
　さらに，SRMに頼り切りになって従来の温暖化対
策が進まない「モラル・ハザード」に陥るリスクや，
途中で SRMを中断した場合に急激な温暖化が生じる

「ターミネーション・ショック」のリスク，「将来，ど
のような背景のもとでどのような主体がどのように
SRMの目標を決めるのか？」等々，ガバナンスに関

する問題点も盛んに議論されている．
　今後，SAIの実現に向けて世界が動いていくか否か
は，まったく不透明であるが，上に述べたような科学
的知見のギャップ・不確実さを埋めるためには，屋外
実験の実施と，それに基づいたシミュレーションの高
度化は避けて通れないステップだと見なされている．
例えば気候に影響をおよぼさないレベルの微量の水や
炭酸カルシウムを成層圏で撒いて，その時間発展につ
いて観測を行う屋外実験プロジェクトがハーバード大
学で提案されたが，現地住民等を含んで慎重な議論を
重ねた結果，計画は中止された．また，SRMを実施し
た際に，その効果や副作用を，気候システムの大きな
自然変動の中から明瞭に抽出するための観測システム
ならびに解析手法を整えることも容易ではないと見な
されている．
　近年の大きな動きとしては，米国において国立科学
財団や海洋大気庁等を通じて，様々な観測研究プロ
ジェクトやシミュレーション研究プロジェクト等に気
候介入に関する大型予算が付けられ始めたことが挙げ
られる．日本の研究者も既に様々な立場でそれらに関
わっている例もある．日本気象学会や日本地球惑星科
学連合においても，気候介入に関してどのような立場
を示すのか，検討すべき時期に差し掛かっていると言
えよう．

8．国際学術団体への貢献
　中層大気研究の国際コミュニティに対して，日本の
研究者が果たしてきた役割は歴史的に見ても大きい．
WCRPのコアプロジェクトの 1つである SPARC
（2024年から APARCへと名称変更）は活発に国際共
同研究を推進しているが，その科学運営委員として，
また SPARCが主催する研究プロジェクトのリーダー
や参加研究者として，近年活躍が著しい（例えば，重
力波を扱う Gravity waves，QBOの国際共同研究を行
う QBOi，熱帯の対流活動と成層圏を扱う SATIO‒
TCS，再解析の相互比較を行う S‒RIPをリード）．
IAMAS傘下の国際中層大気委員会や国際オゾン委員
会のメンバーにも継続的に日本の研究者が入ってい
る．SCOSTEPにも複数の研究者が参加し，大気波動
を介した上下結合の研究などを推進している．

9．まとめ
　以上，詳しく述べたように，過去約10年を振り返る
と，中層大気に関する多くの観測・モデル・長期再解
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析等を用いたプロセス研究や統計的研究が実施されそ
の知見が深まると共に，数日～数か月スケールやより
長期の気候変動に対する中層大気の役割の理解が大き
く進展した．また，気候介入に関する成層圏研究は本
格化する兆しがあり，近い将来の成層圏の産業利用も
計画されるなど，中層大気研究の重要性が増してい
る．今後の10～30年の課題として，新たな理論を用い
た解析手法の確立，重力波から惑星規模波，大循環に
至るシームレスな中層大気現象のスケール間相互作
用・上下結合といった「全大気的」視点からの研究，
グローバルな風や大気微量成分などの衛星観測の推
進，地上からのレーダーや気球を用いた高解像観測の
強化，データ同化や高精度数値モデルの継続的な開発
などが挙げられる．最後に，今後数十年にわたり中層
大気研究を支える学生，若手研究者の活躍にも期待
する．

略語一覧
4D‒VAR：four‒dimensional variational method　 4次元
変分法

ACCLIP：Asian Summer Monsoon Chemical & CLimate 
Impact Project

AO：Arctic Oscillation　北極振動
AOA：Age Of Air　（成層圏の）大気年齢
APARC：Atmospheric Processes And their Role in Cli-

mate　大気圏の諸過程とその気候影響（WCRPの
SPARC後継プロジェクト）

A‒RIP：APARC Reanalysis Intercomparison Project　成
層圏再解析比較プロジェクトフェイズ 2

ATTREX：Airborne Tropical TRopopause Experiment
Aura：Earth Observation System‒Aura　地球観測衛星の

1つ
BDC：Brewer‒Dobson Circulation　ブリューワー・ドブ
ソン循環

CALIPSO：Cloud‒Aerosol Lidar and Infrared Pathfinder 
Satellite Observations　地球観測衛星の 1つ

CARIBIC：Civil Aircraft for the Regular Investigation of 
the Atmosphere Based on an Instrument Container

CAST：Co‒ordinated Airborne Studies in the Tropics
CCMI：Chemistry Climate Model Initiative　化学気候モ
デルイニシアティブ

CCMVal：Chemistry Climate Model Validation　化学気
候モデル検証

CCS：Carbon dioxide Capture and Storage　二酸化炭素
回収・貯留

CDR：Carbon Dioxide Removal　二酸化炭素除去
CFSR：Climate Forecast System Reanalysis　気候予測シ

ステム再解析
CMIP：Coupled Model Inter‒comparison Project　結合モ
デル相互比較計画

CONTRAIL：Comprehensive Observation Network for 
TRace gases by AIrLiner

CONTRAST：Convective Transport of Active Species in 
the Tropics

DAC：Direct Air Capture　二酸化炭素直接空気回収
DMSP：Defense Meteorological Satellite Program　米国
防衛気象衛星計画

DOE：Department of Energy　米国エネルギー省
DYAMOND：DYnamics of the Atmospheric general cir-

culation Modeled On Non‒hydrostatic Domains　非静
力学領域でモデリングされた大気大循環の力学

EAR：Equatorial Atmosphere Radar　赤道大気レーダー
ECMWF：the European Centre for Medium‒Range 

Weather Forecasts　欧州中期気象予報センター
EMU：Equatorial Middle and Upper Atmosphere Radar　
赤道MUレーダー

EnKF：Ensemble Kalman Filter　アンサンブルカルマン
フィルタ

ENSO：El Niño‒Southern Oscillation　エルニーニョ南方
振動

ERA：ECMWF re‒analysis　ECMWF再解析データ
ERA‒40：ECMWF re‒analysis‒40 years　ECMWF40年
再解析データ

ERA5：ECMWF re‒analysis v5　ECMWF再解析データ
バージョン 5

ERA‒Interim：ECMWF re‒analysis‒Interim　ECMWF
再解析データ（ERA‒40からの暫定的な改良データ）

ExTL：Extratropical Transition Layer　熱帯外対流圏界
面遷移層

GAIA：Ground‒to‒topside model of Atmosphere and Ion-
osphere for Aeronomy

GCM：General Circulation Model　大気大循環モデル
GeoMIP：Geoengineering Model Intercomparison Project
気候工学モデル相互比較計画

GWP：Gravity Wave Parameterization　重力波パラメタ
リゼーション

HAPS：High Altitude Platform Station　成層圏プラット
フォーム

HFC：hydrofluorocarbon　ハイドロフルオロカーボン
HRDI：High Resolution Doppler Imager　高分解能ドッ
プラーイメージャ

IAMAS：International Association of Meteorology and 
Atmospheric Sciences　国際気象学大気科学協会

ICON：Ionospheric Connection Explorer，Explorer‒96　
電離層および熱圏観測衛星

ICSOM：Interhemispheric Coupling Study by Observa-
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tions and Modeling　観測およびモデルによる南北両半
球結合研究

IHC：Inter‒Hemispheric Coupling　南北半球間結合
IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change　気
候変動に関する政府間パネル

ISO：Intra‒Seasonal Oscillation　季節内振動
IUGG：The International Union of Geodesy and Geophys-

ics　国際測地学・地球物理学連合
JAGUAR：Japanese Atmospheric GCM for Upper Atmo-

sphere Research　全中性大気大循環モデル
JAGUAR‒DAS：JAGUAR Data Assimilation System JAG-

UARデータ同化システム
JAWARA：JAGUAR Data Assimilation System Whole 

neutral Atmosphere Reanalysis　JAGUAR‒DASによ
り生成された全中性大気再解析データ

JRA‒25/JCDAS：Japanese 25‒year Reanalysis and JMA 
Climate Data Assimilation System　長期再解析（JRA‒
25）と気象庁気候データ同化システム，JRA‒25は気象
庁と電力中央研究所の共同実施

JRA‒3Q：Japanese Reanalysis for Three Quarters of a 
Century　気象庁第 3次長期再解析

JRA‒55：Japanese 55‒year Reanalysis　気象庁55年長期
再解析

JRA‒55C：JRA‒55 using Conventional data only　気象庁
55年長期再解析，従来型観測データのみ使用

LES：Large Eddy Simulation
LETKF：Local Ensemble Transform Kalman Filter　局
所アンサンブル変換カルマンフィルタ

LODEWAVE：Long‒Duration Balloon Experiment of 
Gravity WAVE over Antarctica　南極重力波のスー
パープレッシャー気球観測

MCB：Marine Cloud Brightening　海上の雲の白色化
MERRA：Modern‒Era Retrospective analysis for 

Research and Applications
MIM：Mass‒weighted Isentropic Mean　温位面上の質量
重み付き平均

MIROC：Model for Interdisciplinary Research On Cli-
mate　東大大気海洋研究所，国立環境研究所，海洋研究
開発機構等が開発した全球気候モデル

MJO：Madden Julian Oscillation　マッデン・ジュリアン
振動

MLS：Microwave Limb Sounder　マイクロ波リムサウ
ンダ

MLT：Mesosphere and Lower Thermosphere　中間圏お
よび下部熱圏

MST/IS：Mesosphere‒Stratosphere‒Troposphere/Inco-
herent Scatter　中間圏・成層圏・対流圏／非干渉散乱

MUR：Middle and Upper atmosphere Radar　MUレー
ダー

NAM：Northern Annular Mode　北極環状モード
NCAR：National Center for Atmospheric Research　米国
国立大気研究センター

NCEP：National Centers for Environmental Prediction　
米国環境予測センター

NCEP‒DOE R2：NCEP/DOE Reanalysis Ⅱ　NCEP/
DOE再解析 2

NCEP‒NCAR R1：NCEP‒NCAR Reanalysis 1　NCEP‒
NCAR再解析 1

NICAM：Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric 
Model非静力学正20面体格子大気モデル

NWP：Numerical Weather Prediction　数値天気予報
ODS：Ozone Depleting Substance　オゾン破壊物質
PANSY：Program of the Antarctic Syowa MST/IS radar　
南極昭和基地大型大気レーダー計画

PMC：Polar Mesospheric Cloud　極中間圏雲
PSC：Polar Stratospheric Cloud　極成層圏雲
PV：Potential Vorticity　渦位
QBO：Quasi‒Biennial Oscillation　準 2年振動
Q2DW：Quasi‒2 Day Wave　準 2日周期波
SABER：The Sounding of the Atmosphere using Broad-

band Emission Radiometry　衛星搭載広帯域放射計
SAI：Stratospheric Aerosol Injection　成層圏エアロゾル
注入

SAO：Semi‒Annual Oscillation　半年振動
SATIO‒TCS：Stratospheric And Tropospheric Influ-

ences On Tropical Convective Systems
SCOSTEP：Scientific Committee on Solar‒Terrestrial 

Physics　太陽地球系物理学・科学委員会
SOWER/Pacific：Soundings of Ozone and Waterin the 

Equatorial Region/Pacific Mission
SPARC：Stratosphere‒troposphere Processes And their 

Role in Climate　成層圏対流圏過程とその気候における
役割（WCRPのプロジェクト）

S‒RIP：SPARC Reanalysis Intercomparison Project　成
層圏再解析比較プロジェクト

SRM：Solar Radiation Modification　太陽放射改変
SSMIS：Special Sensor Microwave Imager/Sounder　マ
イクロ波イメージャサウンダ

SSW：Sudden Stratospheric Warming　成層圏突然昇温
STC：Stratosphere‒Troposphere（Dynamical）Coupling 

processes　成層圏‒対流圏力学的結合過程
STE：Stratosphere‒Troposphere Exchange　成層圏‒対
流圏間の物質交換

Stratoclim：Stratospheric and upper tropospheric pro-
cesses for better climate predictions

TAL：Turn‒around latitude
TEM：Transformed Eulerian‒Mean　変形オイラー平均
TF：tropopause folding　対流圏界面褶曲
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TIMED：Thermosphere‒Ionosphere‒Mesosphere Ener-
getics and Dynamics　地球観測衛星の 1つ

TSI：Total Solar Irradiance　太陽定数
TTL：Tropical Transition Layer　熱帯対流圏界面遷移層
UNEP：United Nations Environment Programme　国連
環境計画

VI：Vortex Intensification　極渦強化
WCRP：World Climate Research Programme　世界気候
研究計画

WMO：World Meteorological Organization　世界気象
機関
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